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 議案第 １ 号 

   令和６年度富山市一般会計予算 

 令和６年度富山市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１７５，８１１，

２１８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表   

 歳入歳出予算」による。 

 （継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の 

規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」 

による。 

 （債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担することがで 

きる事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができ 

る地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法 

は、「第４表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の 

借入れの最高額は、１２，０００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算 

の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと 

定める。 

(1)  各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過 

不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の 

流用 

 

- 1 -



 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 市税 75,622,130 

 1 市民税 31,476,130 

 2 固定資産税 31,870,000 

 3 軽自動車税 1,383,000 

 4 市たばこ税 2,852,000 

 5 入湯税 40,000 

 6 事業所税 3,792,000 

 7 都市計画税 4,209,000 

 2 地方譲与税 1,457,000 

 1 地方揮発油譲与税 330,000 

 2 自動車重量譲与税 1,000,000 

 3 森林環境譲与税 107,500 

 4 特別とん譲与税 2,500 

 5 航空機燃料譲与税 17,000 

 3 利子割交付金 23,000 

 1 利子割交付金 23,000 

 4 配当割交付金 393,000 

 1 配当割交付金 393,000 

 5 株式等譲渡所得割交付金 379,000 

 1 株式等譲渡所得割交付金 379,000 

 6 法人事業税交付金 1,150,000 

 1 法人事業税交付金 1,150,000 

 7 地方消費税交付金 11,014,000 

 1 地方消費税交付金 11,014,000 

 8 ゴルフ場利用税交付金 56,000 

 1 ゴルフ場利用税交付金 56,000 

 9 自動車税環境性能割交付金 151,000 

 1 自動車税環境性能割交付金 151,000 

10 地方特例交付金 2,288,000 

 1 地方特例交付金 2,240,000 

 2 新型コロナウイルス感染症対策地方税
   減収補 特別交付金

48,000 

11 地方交付税 17,400,000 

 1 地方交付税 17,400,000 
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(単位　千円）

款 項 金額

12 交通安全対策特別交付金 60,000 

 1 交通安全対策特別交付金 60,000 

13 分担金及び負担金 102,090 

 1 分担金 16,940 

 2 負担金 85,150 

14 使用料及び手数料 2,491,781 

 1 使用料 2,182,408 

 2 手数料 309,373 

15 国庫支出金 27,027,794 

 1 国庫負担金 20,881,628 

 2 国庫補助金 6,063,573 

 3 委託金 82,593 

16 県支出金 13,623,128 

 1 県負担金 8,161,712 

 2 県補助金 4,560,775 

 3 委託金 900,641 

17 財産収入 361,863 

 1 財産運用収入 275,361 

 2 財産売払収入 86,502 

18 寄附金 285,100 

 1 寄附金 285,100 

19 繰入金 5,532,800 

 1 特別会計繰入金 311,534 

 2 基金繰入金 5,221,266 

20 諸収入 3,996,732 

 1 延滞金、加算金及び過料 100,001 

 2 市預金利子 157 

 3 貸付金元利収入 1,283,741 

 4 受託事業収入 59,548 

 5 収益事業収入 160,000 

 6 雑入 2,393,285 

21 市債 12,396,800 

 1 市債 12,396,800 

175,811,218 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 議会費 717,331 

 1 議会費 717,331 

 2 総務費 19,406,982 

 1 総務管理費 9,292,230 

 2 企画費 6,793,966 

 3 徴税費 1,804,814 

 4 戸籍住民基本台帳費 805,044 

 5 選挙費 200,098 

 6 防災費 355,786 

 7 統計調査費 65,267 

 8 監査委員費 89,777 

 3 民生費 68,729,471 

 1 社会福祉費 32,087,937 

 2 児童福祉費 30,763,220 

 3 生活保護費 5,343,258 

 4 市民生活費 435,149 

 5 青少年女性費 86,016 

 6 災害救助費 13,891 

 4 衛生費 10,495,771 

 1 保健衛生費 5,642,637 

 2 環境衛生費 4,853,134 

 5 労働費 682,247 

 1 労働諸費 682,247 

 6 農林水産業費 5,878,273 

 1 農業費 2,517,076 

 2 農地費 2,318,148 

 3 林業費 732,971 

 4 水産業費 310,078 

 7 商工費 4,078,626 

 1 商工費 4,078,626 

 8 土木費 23,498,494 

 1 土木管理費 712,447 

 2 道路橋りょう費 6,214,391 
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(単位　千円）

款 項 金額

 3 河川水路費 672,179 

 4 港湾費 2,468 

 5 都市計画費 15,195,250 

 6 住宅費 701,759 

 9 消防費 4,959,385 

 1 消防費 4,959,385 

10 教育費 12,992,636 

 1 教育総務費 2,186,410 

 2 小学校費 4,557,880 

 3 中学校費 3,206,063 

 4 幼稚園費 165,106 

 5 社会教育費 2,877,177 

11 災害復旧費 3,009,061 

 1 農林水産施設災害復旧費 1,716,561 

 2 公共土木施設災害復旧費 1,292,500 

12 公債費 21,262,941 

 1 公債費 21,262,941 

13 予備費 100,000 

 1 予備費 100,000 

175,811,218 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第 ２ 表  継 続 費 

 

 

 

 

款 項 事 業 名 総  額 年 度 年 割 額 

2 総務費 
1 総務管 

理費 

中 核 型 地 区 

セ ン タ ー 費 

(旧細入中核型地区センター等解体) 

３２３，１００

令和６年度 ２７４，６００

令和７年度 ４８，５００

中 核 型 地 区 

セ ン タ ー 費 

（旧ほそいり保育所解体） 

８９，０００

令和６年度 ６２，３００

令和７年度 ２６，７００

3 民生費 
2 児童福 

祉費 

児 童 館 施 設 

整 備 事 業 費 

(蜷 川 児 童 館 ) 

３８８，０００

令和６年度 ７７，６００

令和７年度 ３１０，４００

4 衛生費 

1 保健衛 

生費 

保 健 所 運 営 費 

(保健所空調設備改修) 
６７４，０００

令和６年度 １６９，２００

令和７年度 ５０４，８００

2 環境衛 

生費 

つ ば き 園 費 

(つばき園改修) 
１，３２２，９７０

令和６年度 ６，８９０

令和７年度 １４４，０８０

令和８年度 １，１７２，０００

8 土木費 

2 道路橋

りょう

費 

市 道 整 備 

事 業 費 

（金屋線跨線橋橋桁製作） 

３００，０００

令和６年度 １００，０００

令和７年度 ２００，０００

10 教育費 

3 中学校

費 

屋 内 運 動 場 

建 設 事 業 費 

(山 室 中 学 校 ) 

１，１８４，７４０

令和６年度 １７７，６９０

令和７年度 １，００７，０５０

5 社会教

育費 

公 民 館 建 設 

事 業 費 

(蜷 川 公 民 館 ) 

６７７，０８０

令和６年度 １３５，４１６

令和７年度 ５４１，６６４

（単位 千円） 
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第 ３ 表  債 務 負 担 行 為 

 

（単位 千円） 

 

事       項 

 

 

期    間 

 

限  度  額 

富山市総合体育館Ｒコンセッション事

業費 
自令和６年度至令和21年度 

 

８，０９３，４３６ 

上記金額に金利変動及び 

物価変動による増減額並 

びに消費税及び地方消費 

税による増減額を加算し 

た額の範囲内 

 

標準準拠システム構築業務委託費 自令和７年度至令和８年度 １，４２４，０００ 

ガラス美術館展覧会開催業務委託費 自令和６年度至令和７年度 ３０，０００ 

ガラス美術館広報活動業務委託費 自令和６年度至令和７年度 ５，０００ 

土地評価業務委託費 自令和７年度至令和８年度 ５２，９１０ 

納税通知書等運搬業務委託費 自令和６年度至令和７年度 ６００ 

富山市恵光学園管理運営費 令和７年度 ５，１６９ 

塵芥収集車購入費 自令和６年度至令和７年度 ３１，６００ 

市未利用地へのＰＰＡによる太陽光発

電設備導入補助金 
自令和６年度至令和７年度 ２１０，０００ 

一般財団法人富山勤労総合福祉セン

ターの勤労総合福祉施設整備費元利償

還金補助金 

自令和７年度至令和９年度 
７，０７３ 

及び利子相当額 

国営早月川土地改良事業（応急対策）

負担金 
自令和７年度至令和20年度 

１４，５６２ 

及び利子相当額 

空家総合相談窓口運営業務委託費 自令和７年度至令和９年度 ３５，８１０ 
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（単位 千円） 

 

事       項 

 

 

期    間 

 

限  度  額 

大久保小学校仮設校舎借上料 自令和６年度至令和12年度 ５００，０００ 

教育ネットワークサーバ機器保守業務

委託費 
令和７年度 １２，４２０ 

東部中学校長寿命化対策事業（その

１）設計業務委託費 
自令和６年度至令和７年度 ３６，２００ 

富山市土地開発公社による公共用地等

先行取得事業費 
自令和６年度至令和16年度 

４００，０００ 

及び利子相当額 

富山市土地開発公社事業資金債務保証 自令和６年度至令和16年度 
４００，０００ 

及び利子相当額 
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第　４　表　　地　方　債

（単位　千円）

総 務 管 理 費 991,100

企 画 費 402,200

防 災 費 18,000

社 会 福 祉 費 585,400

児 童 福 祉 費 261,800

保 健 衛 生 費 169,200

環 境 衛 生 費 43,500

労 働 費 6,400

農 地 費 439,900

林 業 費 121,800

水 産 業 費 84,900

商 工 費 40,000

道 路 橋 り ょ う 費 1,667,800

河 川 水 路 費 384,600

都 市 計 画 費 1,905,800

住 宅 費 84,400

消 防 費 558,900

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　　　　　％
　　　　　5.0
　　　　　　 以内
（ただし、利率見直し方
式で借入れる資金につい
て、利率の見直しを行っ
た後においては、当該見
直し後の利率）

借入れ先の融通条件によ
る。ただし、市財政の都
合により据置期間及び償
還期限を短縮し、もしく
は繰上償還又は借換えす
ることができる。

起　債　の　目　的 利　　　率 償　還　の　方　法
起債の
方　法

限　度　額
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（単位　千円）

起　債　の　目　的 利　　　率 償　還　の　方　法
起債の
方　法

限　度　額

教 育 総 務 費 29,000

小 学 校 費 355,000

中 学 校 費 989,500

社 会 教 育 費 422,700

農 林 水 産 施 設
災 害 復 旧 費

550,700

公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 費

484,200

臨 時 財 政 対 策 費 1,800,000
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公公 債債 管管 理理 特特 別別 会会 計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
  



  
  
  
  
  
  
  
  
  
 



議案第 ２ 号 

   令和６年度富山市公債管理特別会計予算 

 令和６年度富山市の公債管理特別会計の予算は、次に定めるところ 

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２２，７７９，６

７４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 繰入金 21,259,982 

 1 一般会計繰入金 21,259,982 

 2 市債 1,519,692 

 1 市債 1,519,692 

22,779,674 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 公債費 22,779,674 

 1 公債費 22,779,674 

22,779,674 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

借 換 費 1,519,692

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　％
　5.0
　　 以内

借入れ先の融通条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰上償還又は
借換えすることができる。

- 16 -



  
  
  
  
  
  
  
  

駐駐 車車 場場 事事 業業 特特 別別 会会 計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 ３ 号 

   令和６年度富山市駐車場事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるとこ 

ろによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２９６，２６１千 

 円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 296,102 

 1 使用料 296,102 

 2 財産収入 159 

 1 財産運用収入 159 

296,261 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 駐車場費 296,261 

 1 駐車場管理費 296,261 

296,261 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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母母子子父父子子寡寡婦婦福福祉祉資資金金貸貸付付事事業業特特別別会会計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 ４ 号 

   令和６年度富山市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算 

は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６２，６９５千円 

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久        
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 繰入金 12,244 

 1 一般会計繰入金 12,244 

 2 繰越金 10,841 

 1 繰越金 10,841 

 3 諸収入 24,186 

 1 貸付金元利収入 24,185 

 2 雑入 1 

 4 市債 15,424 

 1 市債 15,424 

62,695 歳　　　　入　　　　合　　　　計

- 22 -



歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 62,695 

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 62,695 

62,695 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 事 業 費

15,424 普通貸借 　無利子
母子及び父子並びに寡婦福祉法第37条
第2項、同法施行令第42条の規定によ
る。
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後後期期高高齢齢者者医医療療事事業業特特別別会会計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 ５ 号 

   令和６年度富山市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定 

めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２，６０７，７

９２千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 後期高齢者医療保険料 5,394,910 

 1 後期高齢者医療保険料 5,394,910 

 2 繰入金 7,185,307 

 1 一般会計繰入金 7,185,307 

 3 諸収入 27,575 

 1 受託事業収入 7,427 

 2 償還金及び還付加算金 18,100 

 3 雑入 48 

 4 延滞金及び過料 2,000 

12,607,792 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 総務費 148,719 

 1 総務管理費 126,418 

 2 徴収費 22,301 

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 12,439,973 

 1 後期高齢者医療広域連合納付金 12,439,973 

 3 諸支出金 18,100 

 1 償還金及び還付加算金 18,100 

 4 予備費 1,000 

 1 予備費 1,000 

12,607,792 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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ままちちななかか診診療療所所事事業業特特別別会会計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 ６ 号 

   令和６年度富山市まちなか診療所事業特別会計予算 

 令和６年度富山市のまちなか診療所事業特別会計の予算は、次に定 

めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２８，６７５千

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 診療収入 81,756 

 1 外来収入 81,756 

 2 介護収入 3,264 

 1 在宅介護収入 3,264 

 3 使用料及び手数料 396 

 1 手数料 396 

 4 繰入金 43,114 

 1 一般会計繰入金 43,114 

 5 諸収入 145 

 1 雑入 145 

128,675 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 総務費 111,586 

 1 施設管理費 111,586 

 2 医業費 17,089 

 1 医業費 17,089 

128,675 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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介介 護護 保保 険険 事事 業業 特特 別別 会会 計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 ７ 号 

   令和６年度富山市介護保険事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めると 

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４４，１７６，１

８１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項た 

だし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することが 

できる場合は、次のとおりと定める。 

(1)  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合にお 

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 保険料 9,453,643 

 1 介護保険料 9,453,643 

 2 使用料及び手数料 1,600 

 1 総務手数料 1,600 

 3 国庫支出金 9,805,561 

 1 国庫負担金 7,647,327 

 2 国庫補助金 2,158,234 

 4 支払基金交付金 11,648,704 

 1 支払基金交付金 11,648,704 

 5 県支出金 6,129,755 

 1 県負担金 5,961,975 

 2 県補助金 167,780 

 6 財産収入 2,126 

 1 財産運用収入 2,126 

 7 繰入金 7,116,381 

 1 一般会計繰入金 6,588,998 

 2 基金繰入金 527,383 

 8 諸収入 18,411 

 1 延滞金、加算金及び過料 2 

 2 第三者納付金 15,000 

 3 返納金 1 

 4 雑入 3,408 

44,176,181 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 総務費 807,126 

 1 総務管理費 376,286 

 2 徴収費 39,636 

 3 介護認定審査会費 390,248 

 4 趣旨普及費 956 

 2 保険給付費 41,889,777 

 1 介護サービス等諸費 39,282,315 

 2 介護予防サービス等諸費 792,969 

 3 その他諸費 47,186 

 4 高額介護サービス等費 939,168 

 5 高額医療合算介護サービス費 129,857 

 6 特定入所者介護サービス等費 698,282 

 3 地域支援事業費 1,296,384 

 1 介護予防・生活支援サービス事業費 1,142,908 

 2 一般介護予防事業費 62,621 

 3 包括的支援事業・任意事業費 90,855 

 4 基金積立金 2,130 

 1 基金積立金 2,130 

 5 諸支出金 180,764 

 1 償還金及び還付加算金 20,150 

 2 繰出金 160,614 

44,176,181 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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国国 民民 健健 康康 保保 険険 事事 業業 特特 別別 会会 計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 



 
 

  
  
  
  
  
  
  



議案第 ８ 号 

   令和６年度富山市国民健康保険事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定め 

るところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３１，２４４，５

６７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２ 

項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１ , ０００，００ 

０千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算 

の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと 

定める。 

(1)  保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合にお 

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 国民健康保険料 5,457,817 

 1 国民健康保険料 5,457,817 

 2 国庫支出金 474 

 1 国庫補助金 474 

 3 県支出金 23,267,651 

 1 県負担金・補助金 23,267,651 

 4 財産収入 1,687 

 1 財産運用収入 1,687 

 5 繰入金 2,491,632 

 1 一般会計繰入金 2,128,213 

 2 基金繰入金 363,419 

 6 繰越金 1 

 1 繰越金 1 

 7 諸収入 25,305 

 1 延滞金、加算金及び過料 3,003 

 2 雑入 22,302 

31,244,567 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 総務費 422,246 

 1 総務管理費 351,897 

 2 運営協議会費 280 

 3 趣旨普及費 3,556 

 4 特別対策事業費 66,513 

 2 保険給付費 22,807,280 

 1 療養諸費 19,714,289 

 2 高額療養費 3,009,262 

 3 移送費 300 

 4 出産育児諸費 67,029 

 5 葬祭諸費 16,200 

 6 傷病手当金 200 

 3 国民健康保険事業費納付金 7,693,103 

 1 医療給付費分 4,922,239 

 2 後期高齢者支援金等分 2,087,684 

 3 介護納付金分 683,180 

 4 保健事業費 278,265 

 1 特定健康診査等事業費 203,493 

 2 保健事業費 74,772 

 5 基金積立金 1,687 

 1 基金積立金 1,687 

 6 公債費 375 

 1 公債費 375 

 7 諸支出金 40,611 

 1 償還金及び還付加算金 40,611 

 8 予備費 1,000 

 1 予備費 1,000 

31,244,567 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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企企 業業 団団 地地 造造 成成 事事 業業 特特 別別 会会 計計  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 ９ 号 

   令和６年度富山市企業団地造成事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の企業団地造成事業特別会計の予算は、次に定め 

るところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５７，３４６千

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 財産収入 62,784 

 1 財産運用収入 62,784 

 2 繰入金 94,562 

 1 一般会計繰入金 94,562 

157,346 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 企業団地造成事業費 62,869 

 1 企業団地造成事業費 62,869 

 2 公債費 94,477 

 1 公債費 94,477 

157,346 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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牛牛岳岳温温泉泉健健康康セセンンタターー事事業業特特別別会会計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 １ ０ 号 

   令和６年度富山市牛岳温泉健康センター事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の牛岳温泉健康センター事業特別会計の予算は、 

次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５８，１１１千円 

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久     
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 32 

 1 使用料 32 

 2 繰入金 58,079 

 1 一般会計繰入金 58,079 

58,111 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 牛岳温泉事業費 58,111 

 1 牛岳温泉事業費 58,111 

58,111 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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牛牛岳岳温温泉泉ススキキーー場場事事業業特特別別会会計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 １ １ 号 

   令和６年度富山市牛岳温泉スキー場事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の牛岳温泉スキー場事業特別会計の予算は、次に 

定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２０６，８３１千 

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の 

借入れの最高額は、２００，０００千円と定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久     
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 事業収入 100,080 

 1 事業収入 100,080 

 2 財産収入 425 

 1 財産運用収入 425 

 3 繰入金 34,573 

 1 一般会計繰入金 34,573 

 4 繰越金 1 

 1 繰越金 1 

 5 諸収入 252 

 1 雑入 252 

 6 市債 71,500 

 1 市債 71,500 

206,831 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 スキー場事業費 190,206 

 1 スキー場事業費 190,206 

 2 公債費 16,625 

 1 公債費 16,625 

206,831 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

ス キ ー 場 事 業 費 71,500

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　％
　5.0
　　 以内

借入れ先の融通条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰上償還又は
借換えすることができる。
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競競 輪輪 事事 業業 特特 別別 会会 計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 １ ２ 号 

   令和６年度富山市競輪事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の競輪事業特別会計の予算は、次に定めるところ 

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２２，７２３，０

２１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２ 

項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、６，０００，００ 

０千円と定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久     
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 競輪事業収入 22,392,274 

 1 競輪事業収入 22,392,274 

 2 財産収入 1,271 

 1 財産運用収入 1,271 

 3 繰入金 230,000 

 1 基金繰入金 230,000 

 4 繰越金 1,000 

 1 繰越金 1,000 

 5 諸収入 98,476 

 1 雑入 98,476 

22,723,021 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 競輪費 22,723,021 

 1 競輪費 22,723,021 

22,723,021 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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公公設設地地方方卸卸売売市市場場事事業業特特別別会会計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 １ ３ 号 

   令和６年度富山市公設地方卸売市場事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の公設地方卸売市場事業特別会計の予算は、次に 

定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，７６３，４３

０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の 

借入れの最高額は、２００，０００千円と定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 174,151 

 1 使用料 174,151 

 2 財産収入 43,425 

 1 財産運用収入 43,425 

 3 繰入金 1,309,602 

 1 一般会計繰入金 1,309,602 

 4 諸収入 67,652 

 1 雑入 67,652 

 5 市債 168,600 

 1 市債 168,600 

1,763,430 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 公設地方卸売市場費 1,682,272 

 1 総務管理費 241,934 

 2 建設事業費 1,440,338 

 2 公債費 81,158 

 1 公債費 81,158 

1,763,430 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

公 設 地 方 卸 売
市 場 事 業 費

168,600

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　％
　5.0
　　 以内

借入れ先の融通条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰上償還又は
借換えすることができる。
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軌軌 道道 整整 備備 事事 業業 特特 別別 会会 計計  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 １ ４ 号 

   令和６年度富山市軌道整備事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の軌道整備事業特別会計の予算は、次に定めると 

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２６，３２７千円 

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 23,315 

 1 使用料 23,315 

 2 財産収入 15 

 1 財産運用収入 15 

 3 寄附金 100 

 1 寄附金 100 

 4 諸収入 50 

 1 雑入 50 

 5 繰越金 2,847 

 1 繰越金 2,847 

26,327 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 軌道整備事業費 26,327 

 1 軌道整備事業費 26,327 

26,327 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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賃賃貸貸住住宅宅・・店店舗舗事事業業特特別別会会計計  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 １ ５ 号 

   令和６年度富山市賃貸住宅・店舗事業特別会計予算 

 令和６年度富山市の賃貸住宅・店舗事業特別会計の予算は、次に定 

めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１００，３８１千 

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  

 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の 

規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債 

の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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第１表　歳入歳出予算
歳　入 (単位　千円）

款 項 金額

 1 使用料及び手数料 81,879 

 1 使用料 81,879 

 2 国庫支出金 677 

 1 国庫補助金 677 

 3 財産収入 2 

 1 財産運用収入 2 

 4 諸収入 8,121 

 1 雑入 8,121 

 5 繰入金 9,102 

 1 基金繰入金 1,902 

 2 一般会計繰入金 7,200 

 6 市債 600 

 1 市債 600 

100,381 歳　　　　入　　　　合　　　　計
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歳　出 (単位　千円）

款 項 金額

 1 賃貸住宅・店舗事業費 48,961 

 1 総務費 48,961 

 2 公債費 51,420 

 1 公債費 51,420 

100,381 歳　　　　出　　　　合　　　　計
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第　２　表　　地　方　債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限　度　額
起債の
方　法

利　　率 償　還　の　方　法

賃 貸 住 宅 ・
店 舗 事 業 費

600

普通貸借
又　　は
証券発行

　　　％
　5.0
　　 以内

借入れ先の融通条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、もしくは繰上償還又は
借換えすることができる。
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水水 道道 事事 業業 会会 計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
  



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 １ ６ 号 

令和６年度富山市水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和６年度富山市水道事業会計の予算は、次に定めるところ 

による。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。  

（１）給 水 栓 数            １９６，９６８栓 

（２）年 間 総 給 水 量         ４２，９１７，０００ｍ
３
 

（３）１ 日 平 均 給 水 量            １１７，５８１ｍ
３ 

（４）主要な建設改良事業 

   配 水 施 設 費      ４，０００，７９９千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款  水 道 事 業 収 益     ７，５４７，５５８千円 

第１項  営 業 収 益    ６，５０４，２６４千円 

第２項  営 業 外 収 益    １，０３７，２４８千円 

第３項  特 別 利 益        ６，０４６千円 

支          出 

第１款  水 道 事 業 費     ７，１９４，８０２千円 

第１項  営 業 費 用    ６ , ４９７ , ６５１千円 

  第２項  営 業 外 費 用      ６８５，１７７千円 

  第３項  特 別 損 失       １１，４７４千円 

  第４項  予 備 費          ５００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本 

的収入額が資本的支出額に対し不足する額３，５６６，１９２千円 

は、過年度分損益勘定留保資金１，２１３，６８５千円、当年度分 

損益勘定留保資金２，０１８，５６９千円及び当年度分消費税及び 
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地方消費税資本的収支調整額３３３，９３８千円で補填するものと 

する。）。 

収          入 

  第１款  資 本 的 収 入     ３，３２７，２３８千円 

   第１項  企 業 債   ２，７１８，０００千円 

   第２項  他 会 計 出 資 金      ７１，８５０千円 

   第３項  他 会 計 負 担 金       ９，２７３千円 

   第４項  固 定 資 産 売 却 代 金       １，９４６千円 

   第５項  国 庫 補 助 金     ４８２，６７３千円 

   第６項  工 事 負 担 金      ４３，４９６千円 

支          出 

第１款  資 本 的 支 出     ６，８９３，４３０千円  

 第１項  建 設 改 良 費   ４，４７１，４６４千円 

  第２項  企 業 債 償 還 金   ２，４２１，９６６千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款  項  事  業  名 総  額 年  度 年  割  額 

1

資

本  

的

支

出  

1

建

設  

改

良

費  

配 水 幹 線 

整 備 事 業 
500,000千円 

令和 6 年度 217,350千円

令和 7 年度 282,650千円

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

 次のとおりと定める。 

起 債の目的 限  度  額 
起 債 の

方  法 
利   率 償 還 の 方 法

 

 

配水施設整 

備事業費 

 

 
2,718,000千円  

 

 

普 通 貸

借 又 は

証 券 発

行 

 

5.0 ％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借入れる資

金について ､

 

借入先の融通

条件による。

ただし、市財

政の都合によ

り据置期間及

 

- 70 -



  

     

   利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率） 

び償還期限を

短縮し、もし

くは繰上償還

又は借換えす

ることができ

る。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２，５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

（１）第１款水道事業費のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用、 

第３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における項間 

の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の 

経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職 員 給 与 費            ７８３，４３５千円 

（２）交 際 費                １００千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、４５，６５０千円と定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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工工 業業 用用 水水 道道 事事 業業 会会 計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
  



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 １ ７ 号 

令和６年度富山市工業用水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和６年度富山市工業用水道事業会計の予算は、次に定める 

ところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給 水 事 業 所 数               １９事業所 

（２）年 間 総 給 水 量         ３１，９３７，５００ｍ
３
 

（３）１ 日 平 均 給 水 量             ８７，５００ｍ
３
 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款  工業用水道事業収益       ４８４，２７７千円 

第１項  営 業 収 益      ４６０，１０５千円 

  第２項  営 業 外 収 益       ２４，１７２千円 

支          出 

第１款  工 業 用 水 道 事 業 費       ３７４，８０１千円 

 第１項  営 業 費 用      ３４２，２２０千円 

 第２項  営 業 外 費 用       ３１，０４２千円 

 第３項  特 別 損 失        １，４３９千円 

 第４項  予 備 費          １００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本 

的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１６，４５５千円は、 

過年度分損益勘定留保資金１１０，９１０千円及び当年度分消費税 

及び地方消費税資本的収支調整額５，５４５千円で補填するものと 

する。）。 

          収          入 

 第１款  資 本 的 収 入             １７千円 
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  第１項  固 定 資 産 売 却 代 金          １７千円 

        支          出 

第１款  資 本 的 支 出        １１６，４７２千円 

第１項  建 設 改 良 費      ６１，０３３千円 

第２項  企 業 債 償 還 金      ５５，４３９千円 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、６０，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

（１）第１款工業用水道事業費のうち、第１項営業費用、第２項営業 

 外費用、第３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合にお 

ける項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の 

経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職 員 給 与 費             ５０，９５０千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、１１０千円と定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久         
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公公 共共 下下 水水 道道 事事 業業 会会 計計  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
  
  
  
  
  
  
  



議案第 １ ８ 号 

令和６年度富山市公共下水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和６年度富山市公共下水道事業会計の予算は、次に定める 

ところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）水 洗 化 戸 数            １２７，７８７戸 

（２）年 間 総 処 理 水 量         ５６，８８１，９１０ｍ
３
 

（３）１日平均処理水量            １５５，８４１ｍ
３
 

（４）主要な建設改良事業 

公 共 下 水 道 築 造 費  ４，２８３，８００千円 

流 域 関 連 公 共 下 水 道 築 造 費    ３５２，７５０千円 

特定環境保全公共下水道築造費    ２４７，２００千円 

流域関連特定環境保全公共下水道築造費     １８３，０００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款  下 水 道 事 業 収 益    １５，５１７，４１６千円 

第１項  営 業 収 益   １１，５１４，０８７千円 

第２項  営 業 外 収 益    ４，００２，９３７千円 

第３項  特 別 利 益          ３９２千円 

支          出 

第１款  下 水 道 事 業 費    １４，３８５，９１７千円 

第１項  営 業 費 用   １２，９４８，９９５千円 

第２項  営 業 外 費 用    １，４１９，９２２千円 

  第３項  特 別 損 失       １６，０００千円 

  第４項  予 備 費        １，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本 
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的収入額が資本的支出額に対し不足する額６，８７４，５２５千円 

は、過年度分損益勘定留保資金２，１２９，９７４千円、当年度分 

損益勘定留保資金４，４４６，２２１千円及び当年度分消費税及び 

地方消費税資本的収支調整額２９８，３３０千円で補填するものと 

する。）。 

収          入 

第１款  資 本 的 収 入      ６，８１５，７３４千円 

第１項  企 業 債    ２，９６９，８００千円 

第２項  国 庫 補 助 金    １，９４９，０２４千円 

第３項  他 会 計 出 資 金    １，７２０，５２９千円 

第４項  負 担 金 及 び 分 担 金      １７２，４８７千円 

第５項  貸 付 金 返 還 金        ３，８９４千円 

        支          出  

第１款  資 本 的 支 出     １３，６９０，２５９千円 

第１項  建 設 改 良 費    ５，６４９，３４８千円 

 第２項  企 業 債 償 還 金    ８，０３３，９１１千円 

 第３項  投  資        ７，０００千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款  項  事  業  名 総  額 年  度 年  割  額 

1

資

本  

的

支

出  

1

建

設  

改

良

費  

大 沢 野 浄 化 

セ ン タ ー 

自 家 発 棟 

建 築 新 設 

事 業 費 

178,900千円 

令和 6 年度 35,900 千円

令和 7 年度 143,000千円

大 沢 野 浄 化 

セ ン タ ー 

電 気 設 備 

更 新 事 業 費 

526,900千円 

令和 6 年度 30,400 千円

令和 7 年度 125,300千円

令和 8 年度 371,200千円
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

 次のとおりと定める。 

起債の目的 限  度  額 
起 債 の

方  法 
利   率 償 還 の 方 法 

公 共下水道 

整 備事業費 
2,969,800千円  

普 通 貸 

借 又 は

証 券 発 

行 

5.0 ％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率） 

 

借入先の融通

条件による。

ただし、市財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もし

くは繰上償還

又は借換えす

ることができ

る。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、８，１００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

（１）第１款下水道事業費のうち、第１項営業費用、第２項営業外費 

 用、第３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における 

項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の 

経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職 員 給 与 費            ６１１，８９０千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業費の一部に充当するため、一般会計からこの会 

計へ補助を受ける金額は、４６，６９４千円である。 
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  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久   
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病病 院院 事事 業業 会会 計計  
  
  
  
  
  
  
  
  
  



  
 
 



議案第 １ ９ 号 

令和６年度富山市病院事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和６年度富山市病院事業会計の予算は、次に定めるところ 

による。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）病   床   数 

     一 般   精 神   感染症      計 

     ５３９床   ５０床    ６床    ５９５床 

（２）年 間 患 者 数 

     入 院 １６８，２６５人  外 来 ２６０，６５４人 

（３）一 日 平 均 患 者 数   

     入 院     ４６１人  外 来   １，０７３人 

（４）主要な建設改良事業 

     施設工事費及び資産購入費   １，２０９，２５４千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

          収         入  

第１款  病院事業収益       １４，９９２，６４５千円 

第１項  医 業 収 益      １３，６７１，３７５千円 

第２項  医 業 外 収 益       １，３２１，２６０千円 

第３項  特 別 利 益              １０千円 

支         出 

第１款  病院事業費用         １５，１９８，２０７千円 

  第１項  医 業 費 用      １４，８７７，６０７千円 

  第２項  医 業 外 費 用         ３２０，３００千円 

  第３項  予 備 費             ３００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本 
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 的収入額が資本的支出額に対し不足する額５８７，０１８千円は過 

年度分損益勘定留保資金４７７，０８６千円及び当年度分消費税及 

び地方消費税資本的収支調整額１０９，９３２千円で補填するもの 

とする。）。 

           収         入  

第１款  資 本 的 収 入        １，３８２，１４６千円 

  第１項  企 業 債       １，１９９，５００千円 

  第２項  出 資 金         １８２，６３６千円 

  第３項  寄 附 金              １０千円 

           支         出  

 第１款  資 本 的 支 出        １，９６９，１６４千円 

  第１項  建 設 改 良 費       １，２０９，２５４千円 

  第２項  企業債償還金         ７５９，９１０千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 
起債の

方 法 
利  率 償還の方法  

病 院 事 業 建

設 改 良 事 業

費 

1,199,500千円 

普 通 貸

借 又 は

証 券 発

行 

5.0 ％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率） 

借入先の融通

条件による。

ただし、市財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もし

くは繰上償還

又は借換えす

ることができ

る。 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、 

 次のとおりと定める。 
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（１）第１款病院事業費のうち、第１項医業費用、第２項医業外費用 

に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の 

 経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

 する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費            ７，９９６，７１５千円 

（２）交 際 費                  ３６０千円 

 （他会計からの補助金） 

第９条 病院事業費の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ 

補助を受ける金額は、４３２，７７９千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、１，８１５，１６３千円と定 

 める。 

（重要な資産の取得） 

第１１条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

         種 類     名    称    数 量 

 取得する資産 医 療 器 械    頭腹部血管造影装置    １台 

        医 療 器 械   Ｘ線透視診断装置    １台 

        医 療 器 械   血管造影システム    １式 

        医 療 器 械   全身用Ｘ線ＣＴ装置   １台 

        備 品   電話交換機       １式 

        備 品   無停電電源装置     １台 

        備 品   電子カルテシステム   １式 

  令和６年２月２８日提出 

 

富山市長  藤 井 裕 久 
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議案第 ２ ０ 号 

令和６年度富山市農業集落排水事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和６年度富山市農業集落排水事業会計の予算は、次に定め 

るところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）水 洗 化 戸 数              ６，０９４戸 

（２）年 間 総 処 理 水 量          １，５９４，４４０ｍ
３
 

（３）１日平均処理水量              ４，３６８ｍ
３
 

（４）主要な建設改良事業 

管 路 建 設 改 良 費          ２１，６００千円 

処理場建設改良費          １５，６００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、

 営業費用中総係費３，２００千円及び資産減耗費６，６００千円の 

 財源に充てるため、企業債９，８００千円を借り入れる。 

収          入 

第１款  農業集落排水事業収益    １，５３６，８０６千円 

第１項  営 業 収 益      ３２３，４６５千円 

第２項  営 業 外 収 益    １，２１３，３４１千円 

支          出 

第１款  農業集落排水事業費用   １，３２５，１８５千円 

第１項  営 業 費 用    １，２１３，１２５千円 

第２項  営 業 外 費 用       ９１，６７８千円 

  第３項  特 別 損 失       １９，８８２千円 

  第４項  予 備 費          ５００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本 

的収入額が資本的支出額に対し不足する額６１６，２２９千円は、 
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当年度分損益勘定留保資金６１４，８１１千円及び当年度分消費税 

及び地方消費税資本的収支調整額１，４１８千円で補填するものと 

する。）。 

収          入 

第１款  資 本 的 収 入        １２７，７８９千円 

第１項  企 業 債        ３，１１８千円 

第２項  他 会 計 出 資 金      １０２，８７２千円 

第３項  負 担 金 及 び 分 担 金       ２１，６００千円 

第４項  長 期 貸 付 金 償 還 金          １９９千円 

        支          出  

第１款  資 本 的 支 出        ７４４，０１８千円 

第１項  建 設 改 良 費       ３７，２００千円 

 第２項  企 業 債 償 還 金      ７０５，８１８千円 

 第３項  投  資        １，０００千円 

（特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当該 

事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の 

金額は、それぞれ４９，１８２千円及び４９，１４２千円である。 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 

 次のとおりと定める。 

起債の目的 限  度  額 
起 債 の

方  法 
利   率 償 還 の 方 法 

農 業集落 排

水 事業費 
9,800千円  

普 通 貸 

借 又 は

証 券 発 

行 

5.0 ％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借入れる資

金について、

利率の見直し

を行った後に

おいては、当

該見直し後の

利率） 

 

借入先の融通

条件による。

ただし、市財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もし

くは繰上償還

又は借換えす

ることができ

る。 

借  換  費 3,118千円  
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

（１）第１款農業集落排水事業費用のうち、第１項営業費用、第２項 

営業外費用、第３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合に 

おける項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の 

経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職 員 給 与 費             ３９，１２０千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 農業集落排水事業費用の一部に充当するため、一般会計から 

この会計へ補助を受ける金額は、１３９，９２６千円である。 

  令和６年２月２８日提出   

 

               富山市長  藤 井 裕 久    
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議案第 ２ １ 号 

政治倫理の確立のための富山市長の資産等の公開に関する条例 

の一部を改正する条例制定の件 

政治倫理の確立のための富山市長の資産等の公開に関する条例の一 

部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤 井 裕 久     

 

政治倫理の確立のための富山市長の資産等の公開に関する条例 

の一部を改正する条例 

政治倫理の確立のための富山市長の資産等の公開に関する条例（平  

成１７年富山市条例第３２号）の一部を次のように改正する。  

第５条第２項中「市内に住所を有する個人並びに市内に事務所又は  

事業所を有する個人及び法人その他の団体は」を「何人も」に改める。 

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第 ２ ２ 号 

富山市公民館条例及び富山市農村環境改善センター等条例の一 

部を改正する条例制定の件 

富山市公民館条例及び富山市農村環境改善センター等条例の一部を 

改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤 井 裕 久 

 

富山市公民館条例及び富山市農村環境改善センター等条例の一 

部を改正する条例 

 （富山市公民館条例の一部改正） 

第１条 富山市公民館条例（平成１７年富山市条例第２５８号）の一 

部を次のように改正する。 

別表第１富山市立黒瀬谷公民館の項中「八尾町樫尾１６２番地」 

 を「八尾町小長谷３５２番地」に改める。 

（富山市農村環境改善センター等条例の一部改正） 

第２条 富山市農村環境改善センター等条例（平成１７年富山市条例 

第２０５号）の一部を次のように改正する。 

  第２条の表富山市黒瀬谷交流センターの項を削る。 

  第４条の表富山市黒瀬谷交流センターの項を削る。 

別表第１富山市大長谷交流センター及び富山市黒瀬谷交流センタ 

ーの項中「及び富山市黒瀬谷交流センター」を削る。 

附  則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（次項において「施行日」という。）の前日 

までに、第２条の規定による改正前の富山市農村環境改善センター 

等条例（同項において「旧農村環境改善センター等条例」という。 

- 87 -



 

）の規定に基づきなされた処分、手続その他の行為（富山市黒瀬谷 

交流センターに係るものに限る。）は、第１条の規定による改正後 

の富山市公民館条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

３ 施行日の前日までに、旧農村環境改善センター等条例第５条第１ 

項の規定により承認の申請（富山市黒瀬谷交流センターに係るもの 

に限る。）のあった施設の使用に係る使用料については、なお従前 

の例による。 

- 88 -



議案第 ２ ３ 号 

富山市保健所条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市保健所条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤  井  裕  久 

 

富山市保健所条例の一部を改正する条例 

富山市保健所条例（平成１７年富山市条例第１７０号）の一部を次

のように改正する。 

第３条第２項に後段として次のように加える。 

 この場合において、当該使用料等の額に５円未満の端数があると

きは、これを切り捨て、５円以上１０円未満の端数があるときは、

これを１０円に切り上げるものとする。 

 別表水質試験検査手数料の項を次のように改める。 

水 質 試 験 検 査

手 数 料 

レ ジ オ ネ ラ 属

菌 定 量 試 験 

１ 検 体 に つ き １ １ ， １ ０ ０

別表中備考３及び備考４を削り、備考５を備考３とする。 

附  則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ２ ４ 号 

富山市理容師法施行条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市理容師法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤  井  裕  久 

 

富山市理容師法施行条例の一部を改正する条例 

富山市理容師法施行条例（平成２４年富山市条例第６０号）の一部 

を次のように改正する。 

第３条第２号に次のただし書を加える。 

ただし、洗髪設備にあっては、市長が公衆衛生上支障がないと認 

める場合は、この限りでない。 

附  則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 ２ ５ 号 

富山市美容師法施行条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市美容師法施行条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤  井  裕  久     

 

富山市美容師法施行条例の一部を改正する条例 

富山市美容師法施行条例（平成２４年富山市条例第６１号）の一部  

を次のように改正する。 

第３条第２号に次のただし書を加える。 

ただし、洗髪設備にあっては、市長が公衆衛生上支障がないと認 

める場合は、この限りでない。 

附  則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 ２ ６ 号 

   富山市指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関 

する基準等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

 富山市指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関する 

基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に関 

する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

第１条 富山市指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に 

関する基準等を定める条例（平成２４年富山市条例第３７号）の一 

部を次のように改正する。 

  目次中「第１４９条の４」を「第１４９条の５」に改める。 

  第２条第１項第６号中「、指定通所支援基準第５５条に規定する 

 指定医療型児童発達支援の事業」を削る。 

  第７条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該指定居宅介 

護事業所以外の」に改める。 

  第２６条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を 

 第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 指定居宅介護の提供に当たっては、利用者が自立した日常生 

 活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の 

支援に配慮すること。 

第２７条第２項中「当該居宅介護計画を」の次に「利用者及びそ 

 の同居の家族並びに当該利用者又は障害児の保護者に対して指定計 

画相談支援又は指定障害児相談支援（児童福祉法（昭和２２年法律 

第１６４号）第２４条の２６第２項に規定する指定障害児相談支援 

をいう 。） を行う者（以下「指定特定相談支援事業者等」という。 

）に」を加える。 
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  第３１条に次の１項を加える。 

４ サービス提供責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自 

 己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定するこ 

とに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が 

行われるよう努めなければならない。 

  第４６条ただし書中「同一敷地内にある他の」を「当該基準該当 

居宅介護事業所以外の」に改める。 

  第５１条第３項中 「（ 昭和２２年法律第１６４号 ）」 を削り、同 

 条第４項中「第６条の２の２第３項」を「第７条第２項」に改める。 

  第５９条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の 

 次に次の１項を加える。 

２ 指定療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生 

 活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しな 

ければならない。 

  第６０条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定 

 の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中 

「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め、同項 

を同条第１１項とし、同条第９項を同条第１０項とし、同条第８項 

を同条第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に「及び指定特定 

相談支援事業者等」を加え、同項を同条第８項とし、同条第６項中 

「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５ 

項中「会議（」の次に「利用者及び当該」を、「開催し」の次に「、 

当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」を加 

え、同項を同条第６項とし、同条第４項を同条第５項とし、同条第 

３項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定すること 

 に困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当 

該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握し 

なければならない。 

第６１条に次の１項を加える。 
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２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自 

 己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定するこ 

とに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が 

行われるよう努めなければならない。 

  第８０条第１項第２号中「又は作業療法士」を「、作業療法士又 

 は言語聴覚士」に改める。 

  第８７条の２第１項中「障害者就業・生活支援センター」の次に 

 「（ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３ 

号）第２７条第２項に規定する障害者就業・生活支援センターをい 

う。以下同じ 。）」 を加える。 

  第１０６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項 

 の次に次の１項を加える。 

２ 指定短期入所事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生 

 活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しな 

ければならない。 

第１２０条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項 

 の次に次の１項を加える。 

２ 指定重度障害者等包括支援事業者は、利用者が自立した日常生 

 活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支 

援に配慮しなければならない。 

第１２１条第２項中「当該重度障害者等包括支援計画を」の次に 

 「利用者及びその同居の家族並びに指定特定相談支援事業者等に」 

を加える。 

第１２３条中「第３０条」の次に「、第３１条第４項」を加える。 

第１４３条第１項第１号中「又は作業療法士」を「、作業療法士 

 又は言語聴覚士」に改める。 

第１４９条中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

第８章第５節中第１４９条の４を第１４９条の５とし、第１４９ 

 条の３を第１４９条の４とし、第１４９条の２の次に次の１条を加 

える。 
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（共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通所リハビリテ 

ーション事業者の基準） 

第１４９条の３ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行う指定通 

 所リハビリテーション事業者（指定居宅サービス等基準条例第１ 

３７条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事業者をい 

う 。） が当該共生型自立訓練（機能訓練）の事業に関して満たす 

べき基準は、規則で定める。 

  第１５０条中「第２０６条」を「第１５０条の３に規定する病院 

 又は診療所が行う自立訓練（機能訓練）に係る基準該当障害福祉サ 

ービス及び第２０６条」に改める。 

  第１５０条の２の次に次の１条を加える。 

（病院又は診療所における基準該当障害福祉サービス（自立訓練 

）に関する基準） 

第１５０条の３ 地域において自立訓練（機能訓練）が提供されて 

 いないこと等により自立訓練（機能訓練）を受けることが困難な 

障害者に対して病院又は診療所が行う自立訓練（機能訓練）に係 

る基準該当障害福祉サービスの事業に関して当該病院又は診療所 

が満たすべき基準は、規則で定める。 

  第１５９条及び第１７２条中「同条第８項」を「同条第９項」に 

 改める。 

  第１９０条中「第１４７条」の次に「、第１８０条第６項」を加 

え、「第１８１条第１項」を「第１８０条第６項中「賃金及び第３ 

項に規定する工賃」とあるのは「第１８９条第１項の工賃」と、第 

１８１条第１項」に改める。 

  第１９４条中「第１４７条」の次に「、第１８０条第６項」を加 

え、「第１８１条第１項」を「第１８０条第６項中「賃金及び第３ 

項に規定する工賃」とあるのは「第１９３条第１項の工賃」と、第 

１８１条第１項」に改める。 

  第１９４条の６に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自 
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 己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定するこ 

とに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が 

行われるよう努めなければならない。 

  第１９４条の７中「過去３年間において平均１人以上、通常の事 

 業所に新たに障害者を雇用させている」を削り、「指定障害福祉サ 

ービス事業者」の次に「であって、過去３年以内に当該事業者の事 

業所の３人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用されたもの又 

は障害者就業・生活支援センター」を加える。 

  第１９４条の１７を次のように改める。 

第１９４条の１７ 削除 

  第１９４条の１８の見出し中「訪問」を「訪問等」に改め、同条 

 中「おおむね週に１回以上 、」 を「定期的に」に改め、「訪問」の 

次に「し、又はテレビ電話装置等を活用」を加える。 

 第１９４条の２０中「第６０条中」を 「「 療養介護計画」とある 

のは「自立生活援助計画」と、第６０条中」に、「同条第８項」を 

「同条第９項」に改める。 

  第１９５条中「又は食事」を「若しくは食事」に改め、「効果的 

 に」の次に「行い、又はこれに併せて、居宅における自立した日常 

生活への移行を希望する入居者につき当該日常生活への移行及び移 

行後の定着に関する相談、住居の確保に係る援助その他居宅におけ 

る自立した日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助を適切 

かつ効果的に」を加える。 

  第１９８条の２第３項中「援助を」の次に「行い、又はこれに併 

 せて居宅における自立した日常生活への移行後の定着に必要な援助 

を」を加える。 

  第１９８条の５中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第 

 ２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定共同生活援助事業者は、利用者が自立した日常生活又は社 

 会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮 

しなければならない。 
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  第１９８条の６に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自 

 己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定するこ 

とに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が 

行われるよう努めなければならない。 

第１９８条の６の次に次の１条を加える。 

（地域との連携等） 

第１９８条の７ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の 

 提供に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及 

び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

２ 指定共同生活援助事業者は、指定共同生活援助の提供に当たっ 

 ては、利用者及びその家族、地域住民の代表者、共同生活援助に 

ついて知見を有する者並びに市町村の担当者等により構成される 

協議会（以下この条及び第２０１条の１０において「地域連携推 

進会議」という 。） を開催し、おおむね１年に１回以上、地域連 

携推進会議において、事業の運営に係る状況を報告するとともに、 

必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

３ 指定共同生活援助事業者は、地域連携推進会議の開催のほか、 

 おおむね１年に１回以上、当該地域連携推進会議の構成員が指定 

共同生活援助事業所を見学する機会を設けなければならない。 

４ 指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、要望、助言等につ 

 いての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければなら 

ない。 

５ 前３項の規定は、指定共同生活援助事業者がその提供する指定 

 共同生活援助の質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施 

状況の公表又はこれに準ずる措置として市長が定めるものを講じ 

ている場合には、適用しない。 

  第２００条の４に次の２項を加える。 

３ 指定共同生活援助事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に 

 対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第 
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１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二 

種協定指定医療機関」という 。） との間で、新興感染症（同条第 

７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定 

する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項 

において同じ 。） の発生時等の対応を取り決めるよう努めなけれ 

ばならない。 

４ 指定共同生活援助事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医 

 療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との 

間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければ 

ならない。 

  第２０１条中「、第７６条」を削る。 

  第２０１条の２中「入浴」を「相談、入浴」に、「及び食事」を 

 「若しくは食事」に改め、「の援助」の次に「又はこれに併せて行 

 われる居宅における自立した日常生活への移行及び移行後の定着に 

 必要な援助」を加える。 

  第２０１条の３中「又は食事」を「若しくは食事」に改め、「の 

 援助」の次に「又はこれに併せて行われる居宅における自立した日 

常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」を加える。 

  第２０１条の１０の見出しを 「（ 地域との連携等 ）」 に改め、同 

 条第２項中「前項の」の次に「協議会等における」を加え、同項を 

同条第７項とし、同条第１項中「、日中サービス支援型指定共同生 

活援助の提供に当たっては」を削り、「実施状況」の次に「及び第 

２項の報告、要望、助言等の内容又は前項の評価の結果」を加え、 

同項を同条第６項とし、同条に第１項から第５項までとして次の５ 

項を加える。 

日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス 

  支援型指定共同生活援助の提供に当たっては、地域住民又はその 

自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図ら 

なければならない。 

２ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、日中サービス 
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 支援型指定共同生活援助の提供に当たっては、地域連携推進会議 

を開催し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、 

事業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等 

を聴く機会を設けなければならない。 

３ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、地域連携推進 

 会議の開催のほか、おおむね１年に１回以上、当該地域連携推進 

会議の構成員が日中サービス支援型指定共同生活援助事業所を見 

学する機会を設けなければならない。 

４ 日中サービス支援型指定共同生活援助事業者は、第２項の報告、 

要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公 

表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、日中サービス支援型指定共同生活援助事業者 

 がその提供する日中サービス支援型指定共同生活援助の質に係る 

外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準 

ずる措置として市長が定めるもの（次項に規定するものを除く。 

）を講じている場合には、適用しない。 

  第２０１条の１１中「、第７６条」を削る。 

  第２０１条の１２中「相談その他の日常生活上の援助」の次に「 

 又はこれに併せて行われる居宅における自立した日常生活への移行 

及び移行後の定着に必要な援助」を加える。 

  第２０１条の１３中「又は食事」を「若しくは食事」に改め、「 

 の援助」の次に「又はこれに併せて行われる居宅における自立した 

日常生活への移行及び移行後の定着に必要な援助」を加える。 

  第２０１条の２２中「、第７６条」を削る。 

  第２０２条第１項中「、指定医療型児童発達支援事業所（指定通 

 所支援基準第５６条に規定する指定医療型児童発達支援事業所をい 

う 。）」 を削り、同条第２項中「、指定医療型児童発達支援事業所 

」を削る。 

  第２０７条第１項第３号中「又は作業療法士」を「、作業療法士 

 又は言語聴覚士」に改める。 
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目次中                         を 

  第２０８条ただし書中「従事させ」の次に「、又は当該特定基準 

 該当障害福祉サービス事業所以外の事業所、施設等の職務に従事さ 

せ」を加える。 

  第２１０条第１項中「同条第８項」を「同条第９項」に改める。 

  第２１１条第１項中「第１４９条の４」を「第１４９条の５」に 

 改める。 

  附則第５項中「同条第４項」を「同条第５項」に改める。 

  附則第８項及び第９項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３ 

 月３１日」に改める。 

第２条 富山市指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営に 

関する基準等を定める条例の一部を次のように改正する。 

「 第６節 基準該当障害福祉サービスに関する基準 

         （第１６０条－第１６１条）     」 

「 第６節 基準該当障害福祉サービスに関する基準（第１６ 

      ０条－第１６１条） 

第９章の２ 就労選択支援 

第１節 基本方針（第１６１条の２） 

第２節 人員に関する基準（第１６１条の３・第１６１条 に 

    の４）                     

第３節 設備に関する基準（第１６１条の５） 

第４節 運営に関する基準（第１６１条の６―第１６１条 

    の９）                   」 

改める。 

  第４条第１項中「及び第８章」を「、第８章、第９章及び第１０ 

 章」に改める。 

  第９章の次に次の１章を加える。 

第９章の２ 就労選択支援 

第１節 基本方針 

第１６１条の２ 就労選択支援に係る指定障害福祉サービス（以下 

 「指定就労選択支援」という 。） の事業は、利用者が自立した日 
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常生活又は社会生活を営むことができるよう、施行規則第６条の 

７の２に規定する者につき、短期間の生産活動その他の活動の機 

会の提供を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並び 

に施行規則第６条の７の３に規定する事項の整理を行い、又はこ 

れに併せて、当該評価及び当該整理の結果に基づき、施行規則第 

６条の７の４に規定する便宜を適切かつ効果的に供与するもので 

なければならない。 

第２節 人員に関する基準 

  （従業者） 

第１６１条の３ 指定就労選択支援の事業を行う者（以下「指定就 

 労選択支援事業者」という 。） は、当該指定就労選択支援の事業 

 を行う事業所（以下「指定就労選択支援事業所」という 。） に就 

労選択支援員（指定就労選択支援の提供に当たる者として厚生労 

働大臣が定めるものをいう。次項において同じ 。） を置かなけれ 

ばならない。 

２ 就労選択支援員の員数、その算定方法その他の就労選択支援員 

の配置に関する基準は、規則で定める。 

（準用） 

第１６１条の４ 第５２条の規定は、指定就労選択支援の事業につ 

 いて準用する。 

第３節 設備に関する基準 

第１６１条の５ 第８３条の規定は、指定就労選択支援の事業につ 

 いて準用する。 

第４節 運営に関する基準 

（実施主体） 

第１６１条の６ 指定就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就 

 労継続支援に係る指定障害福祉サービス事業者であって、過去３ 

年以内に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が新たに通常の 

事業所に雇用されたものその他のこれらと同等の障害者に対する 

就労支援の経験及び実績を有すると市長が認める事業者でなけれ 
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ばならない。 

（評価及び整理の実施） 

第１６１条の７ 指定就労選択支援事業者は、短期間の生産活動そ 

 の他の活動の機会を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の 

評価並びに施行規則第６条の７の３に規定する事項の整理（以下 

この節において「アセスメント」という 。） を行うものとする。 

２ 障害者就業・生活支援センターその他の機関がアセスメントと 

 同様の評価及び整理を実施した場合には、指定就労選択支援事業 

者は、当該同様の評価及び整理をもって、アセスメントの実施に 

代えることができる。この場合において、指定就労選択支援事業 

者は、次項の規定による会議の開催、アセスメントの結果の作成 

又は指定障害福祉サービス事業者その他の関係機関との連絡調整 

に当たり、当該障害者就業・生活支援センターその他の機関に対 

し、当該会議への参加その他の必要な協力を求めることができる。 

３ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当た 

り、利用者及び市町村、指定特定相談支援事業者等、公共職業安 

定所その他の関係機関の担当者等を招集して会議を開催し、当該 

利用者の就労に関する意向を改めて確認するとともに、当該担当 

者等に意見を求めるものとする。 

４ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際 

 には、当該結果に係る情報を利用者及び指定特定相談支援事業者 

等に提供しなければならない。 

（関係機関との連絡調整等の実施） 

第１６１条の８ 指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果 

 を踏まえ、必要に応じて公共職業安定所、障害者就業・生活支援 

センターその他の関係機関との連絡調整を行わなければならない。 

２ 指定就労選択支援事業者は、法第８９条の３第１項に規定する 

 協議会への定期的な参加、公共職業安定所への訪問等により、地 

域における就労支援に係る社会資源、雇用に関する事例等に関す 

る情報の収集に努めるとともに、利用者に対して進路選択に資す 
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る情報を提供するよう努めなければならない。 

（準用） 

第１６１条の９ 第１０条から第２１条まで、第２４条、第２９条、 

第３４条の２、第３６条の２から第４２条まで、第５９条、第６ 

２条、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７６条、第７７ 

条、第８６条、第８７条、第８８条から第９４条まで、第１４６ 

条及び第１５７条の２の規定は、指定就労選択支援の事業につい 

て準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」 

とあるのは「第１６１条の９において準用する第９１条」と、第 

２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第１６１条の９にお 

いて準用する第１４６条第１項」と、第２４条第２項中「第２２ 

条第２項」とあるのは「第１６１条の９において準用する第１４ 

６条第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項に規定する療養 

介護計画に基づき、利用者の心身の状況等に応じて」とあるのは 

「利用者の心身の状況等に応じて」と、第９１条中「第９４条第 

１項」とあるのは「第１６１条の９において準用する第９４条第 

１項」と、第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１６１条の 

９において準用する前条」と、第１５７条の２第１項中「支給決 

定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び厚生労働大臣が定 

める者に限る 。）」 とあるのは「支給決定障害者（厚生労働大臣 

が定める者に限る 。）」 と、同条第２項中「支給決定障害者（指 

定宿泊型自立訓練を受ける者及び厚生労働大臣が定める者を除く。 

）」 とあるのは「支給決定障害者（厚生労働大臣が定める者を除 

く 。）」 と読み替えるものとする。 

  第１７１条の次に次の１条を加える。 

（就労選択支援に関する情報提供） 

第１７１条の２ 指定就労移行支援事業者は、利用者に対し、指定 

 計画相談支援を行う者と連携し、定期的に就労選択支援に関する 

情報提供を行うものとする。 

 第１８５条中「及び第１４７条」を「、第１４７条及び第１７１ 
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条の２」に改める。 

第１９０条及び第１９４条中「第１４７条」の次に「、第１７１ 

条の２」を加える。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の 

規定は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための 

法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４号）附則第１ 

条第４号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、第１条の 

規定による改正後の富山市指定障害福祉サービスの事業の人員、設 

備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例」という。 

）第１９８条の７（新条例第２０１条の２２において準用する場合 

を含む。以下同じ 。） 及び新条例第２０１条の１０の規定の適用に 

ついては、新条例第１９８条の７第２項及び第３項並びに第２０１ 

条の１０第２項及び第３項中「設けなければ」とあるのは「設ける 

よう努めなければ」と、新条例第１９８条の７第４項及び第２０１ 

条の１０第４項中「公表しなければ」とあるのは「公表するよう努 

めなければ」とする。 
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議案第 ２ ７ 号 

   富山市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準 

等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を 

定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤 井 裕 久     

 

   富山市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準 

等を定める条例の一部を改正する条例 

富山市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を 

定める条例（平成２４年富山市条例第３８号）の一部を次のように改 

正する。 

 第４条に次の２項を加える。 

４ 指定障害者支援施設は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の 

支援に配慮しつつ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握 

し、当該意向を定期的に確認するとともに、法第７７条第３項各号 

に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援 

事業を行う者と連携を図りつつ、利用者の希望に沿って地域生活へ 

の移行に向けた措置を講じなければならない。 

５ 指定障害者支援施設は、利用者の当該指定障害者支援施設以外に 

おける指定障害福祉サービス等の利用状況等を把握するとともに、 

利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者 

の当該指定障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の 

利用に関する意向を定期的に確認し、一般相談支援事業又は特定相 

談支援事業を行う者と連携を図りつつ、必要な援助を行わなければ 

ならない。 

第５条第１項中第８号を第９号とし、第５号から第７号までを１号 

ずつ繰り下げ、第４号の次に次の１号を加える。 
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(5) 言語聴覚士 

 第２５条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次 

に次の１項を加える。 

２ 指定障害者支援施設は、利用者が自立した日常生活又は社会生活 

を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなけれ 

ばならない。 

第２６条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の 

尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次 

のように加える。 

  この場合において、サービス管理責任者は、第２７条の３第１項 

の地域移行等意向確認担当者（第６項において単に「地域移行等意 

向確認担当者」という。）が把握した利用者の地域生活への移行に 

関する意向等を踏まえるものとする。 

第２６条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第 

９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項を同条第１０項 

とし、同条第８項を同条第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に 

「及び当該利用者に対して指定計画相談支援を行う者」を加え、同項 

を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同 

項を同条第７項とし、同条第５項中「会議（」の次に「利用者及び当 

該」を、「担当者等」の次に「（地域移行等意向確認担当者を含む。 

）」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を改 

めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、同条第４項 

を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項の次に 

次の１項を加える。 

３ アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに 

困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利 

用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握しなけれ 

ばならない。 

第２７条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己 
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決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに 

困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われ 

るよう努めなければならない。 

第２７条の次に次の２条を加える。 

（地域との連携等） 

第２７条の２ 指定障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供 

に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力 

を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

２ 指定障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当たって 

は、利用者及びその家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サービ 

スについて知見を有する者並びに市町村の担当者等により構成され 

る協議会（以下この条において「地域連携推進会議」という。）を 

開催し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、事 

業の運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴 

く機会を設けなければならない。 

３ 指定障害者支援施設は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむ 

ね１年に１回以上、地域連携推進会議の構成員が指定障害者支援施 

設を見学する機会を設けなければならない。 

４ 指定障害者支援施設は、第２項の報告、要望、助言等についての 

記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、指定障害者支援施設がその提供する施設障害福 

祉サービスの質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況 

の公表又はこれに準ずる措置として市長が定めるものを講じている 

場合には、適用しない。 

（地域移行等意向確認担当者の選任等） 

第２７条の３ 指定障害者支援施設は、利用者への地域生活への移行 

に関する意向の把握、利用者の当該指定障害者支援施設以外におけ 

る指定障害福祉サービス等の利用状況等の把握及び利用者の当該指 

定障害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関 

する意向の定期的な確認（以下この条において「地域移行等意向確 
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認等」という。）を適切に行うため、地域移行等意向確認等に関す 

る指針を定めるとともに、地域移行等意向確認担当者を選任しなけ 

ればならない。 

２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等 

意向確認等を実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等に 

おいて把握し、又は確認した内容をサービス管理責任者に報告する 

とともに、当該内容を第２６条第６項に規定する施設障害福祉サー 

ビス計画の作成に係る会議に報告しなければならない。 

３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たって 

は、法第７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援 

事業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携し、地域における障 

害福祉サービスの体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移 

行に向けた支援を行うよう努めなければならない。 

第５０条に次の２項を加える。 

３ 指定障害者支援施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する 

医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に 

規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定 

医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定す 

る新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症 

又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。） 

の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 指定障害者支援施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関 

である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新 

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

第５７条を削り、第５８条を第５７条とし、第５８条の２を第５８ 

条とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ この条例の施行の日（次項において「施行日」という。）から令 

和７年３月３１日までの間、改正後の富山市指定障害者支援施設の 

人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（次項において「 

新条例」という。）第２７条の２の規定の適用については、同条第 

２項及び第３項中「設けなければ」とあるのは「設けるよう努めな 

ければ」と、同条第４項中「公表しなければ」とあるのは「公表す 

るよう努めなければ」とする。 

３ 施行日から令和８年３月３１日までの間、新条例第２７条の３の 

規定の適用については、同条第１項中「選任しなければ」とあるの 

は「選任するよう努めなければ」と、同条第２項中「報告しなけれ 

ば」とあるのは「報告するよう努めなければ」とする。 
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議案第 ２ ８ 号 

   富山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定 

める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

   富山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定 

める条例の一部を改正する条例 

第１条 富山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を 

定める条例（平成２４年富山市条例第３９号）の一部を次のように 

改正する。 

  第２条第１項第２号中「、医療型児童発達支援（同条第３項に規 

 定する医療型児童発達支援をいう 。） の事業」を削り、「同条第４ 

項」を「同条第３項」に、「同条第５項」を「同条第４項」に、「 

同条第６項」を「同条第５項」に改める。 

第１６条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の 

 次に次の１項を加える。 

２ 療養介護事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を 

 営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう 

努めなければならない。 

  第１７条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定 

 の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同条第１０項中 

「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第９項」に改め、同項 

を同条第１１項とし、同条第９項を同条第１０項とし、同条第８項 

を同条第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に「及び当該利用 

者又は障害児の保護者に対して指定計画相談支援（法第５１条の１ 

７第２項に規定する指定計画相談支援をいう 。） 又は指定障害児相 
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談支援（児童福祉法第２４条の２６第２項に規定する指定障害児相 

談支援をいう 。） を行う者（以下「指定特定相談支援事業者等」と 

いう 。）」 を加え、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項 

」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「会 

議（」の次に「利用者及び当該」を、「開催し」の次に「、当該利 

用者の生活に対する意向等を改めて確認するとともに」を加え、同 

項を同条第６項とし、同条第４項を同条第５項とし、同条第３項を 

同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ サービス管理責任者は、アセスメントに当たっては、利用者が 

 自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に意思決 

定の支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力 

等について丁寧に把握しなければならない。 

第１８条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自 

 己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定するこ 

とに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が 

行われるよう努めなければならない。 

  第３９条第１項第３号及び第５２条第１項第２号中「又は作業療 

 法士」を「、作業療法士又は言語聴覚士」に改める。 

  第５４条第１項中「第６３条第１項」を「第６１条の２」に改め 

る。 

  第５５条及び第６０条中「同条第８項」を「同条第９項」に改め 

る。 

  第６１条の次に次の１条を加える。 

（規模） 

第６１条の２ 就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移行支援 

 事業者」という 。） が当該就労移行支援の事業を行う事業所（以 

下「就労移行支援事業所」という 。） は、１０人以上の人員を利 

用させることができる規模を有するものでなければならない。 

  第６３条第１項中「就労移行支援の事業を行う者（以下「就労移 
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に

目次中                         を 

 行支援事業者」という 。） は、当該就労移行支援の事業を行う事業 

所（以下「就労移行支援事業所」という 。）」 を「就労移行支援事 

業者は、就労移行支援事業所」に改める。 

  第６９条中「第３８条まで」を「第３６条まで、第３８条」に、 

 「同条第８項」を「同条第９項」に改め、「第３７条第１号及び」 

を削る。 

  第８８条中「、指定医療型児童発達支援（指定通所支援基準第５ 

 ５条に規定する指定医療型児童発達支援をいう 。） の事業」を削る。 

第２条 富山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を 

定める条例の一部を次のように改正する。 

「第５章 自立訓練（生活訓練）（第５６条－第６０ 

条）                 」 

 「第５章 自立訓練（生活訓練）（第５６条－第６０条） 

  第５章の２ 就労選択支援（第６０条の２－第６０条の８ ）」 

改める。 

第３条中「次章から」の次に「第５章まで及び第６章から」を加 

える。 

第５章の次に次の１章を加える。 

第５章の２ 就労選択支援 

（基本方針） 

第６０条の２ 就労選択支援の事業は、利用者が自立した日常生活 

又は社会生活を営むことができるよう、施行規則第６条の７の２ 

に規定する者につき、短期間の生産活動その他の活動の機会の提 

供を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに施行 

規則第６条の７の３に規定する事項の整理を行い、又はこれに併 

せて、当該評価及び当該整理の結果に基づき、施行規則第６条の 

７の４に規定する便宜を適切かつ効果的に供与するものでなけれ 

ばならない。 

（規模） 

第６０条の３ 就労選択支援の事業を行う者（以下「就労選択支援 

- 112 -



 

事業者」という 。） が当該就労選択支援の事業を行う事業所（以 

下「就労選択支援事業所」という 。） は、１０人以上の人員を利 

用させることができる規模を有するものでなければならない。 

（職員） 

第６０条の４ 就労選択支援事業者は、次に掲げる職員を置かなけ 

ればならない。 

(1) 管理者 

(2) 就労選択支援員（就労選択支援の提供に当たる者として厚生 

労働大臣が定めるものをいう 。） 

２ 前項各号に規定する職員の員数、その算定方法その他の職員の 

配置に関する基準は、規則で定める。 

（実施主体） 

第６０条の５ 就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続 

支援に係る指定障害福祉サービス事業者であって、過去３年以内 

に当該事業者の事業所の３人以上の利用者が新たに通常の事業所 

に雇用されたものその他のこれらと同等の障害者に対する就労支 

援の経験及び実績を有する事業者でなければならない。 

（評価及び整理の実施） 

第６０条の６ 就労選択支援事業者は、短期間の生産活動その他の 

活動の機会を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並 

びに施行規則第６条の７の３に規定する事項の整理（以下この章 

において「アセスメント」という 。） を行うものとする。 

２ 障害者就業・生活支援センターその他の機関がアセスメントと 

同様の評価及び整理を実施した場合には、就労選択支援事業者は、 

当該同様の評価及び整理をもって、アセスメントの実施に代える 

ことができる。この場合において、就労選択支援事業者は、次項 

の規定による会議の開催、アセスメントの結果の作成又は指定障 

害福祉サービス事業者その他の関係機関との連絡調整に当たり、 

当該障害者就業・生活支援センターその他の機関に対し、当該会 

議への参加その他の必要な協力を求めることができる。 
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３ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、 

利用者及び市町村、指定特定相談支援事業者等、公共職業安定所 

その他の関係機関の担当者等を招集して会議を開催し、当該利用 

者の就労に関する意向を改めて確認するとともに、当該担当者等 

に意見を求めるものとする。 

４ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、 

当該結果に係る情報を利用者及び指定特定相談支援事業者等に提 

供しなければならない。 

（関係機関との連絡調整等の実施） 

第６０条の７ 就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を踏ま 

え、必要に応じて公共職業安定所、障害者就業・生活支援センタ 

ーその他の関係機関との連絡調整を行わなければならない。 

２ 就労選択支援事業者は、法第８９条の３第１項に規定する協議 

会への定期的な参加、公共職業安定所への訪問等により、地域に 

おける就労支援に係る社会資源、雇用に関する事例等に関する情 

報の収集に努めるとともに、利用者に対して進路選択に資する情 

報を提供するよう努めなければならない。 

（準用） 

第６０条の８ 第８条、第９条、第１３条から第１６条まで、第１ 

９条、第２４条から第２６条まで、第２８条から第３２条の２ま 

で、第３４条から第３６条まで、第３８条、第４１条、第４３条、 

第４４条及び第４５条から第４９条までの規定は、就労選択支援 

の事業について準用する。この場合において、第１６条第１項中 

「次条第１項に規定する療養介護計画に基づき、利用者の心身の 

状況等に応じて」とあるのは、「利用者の心身の状況等に応じて 

」と読み替えるものとする。 

  第６８条の次に次の１条を加える。 

（就労選択支援に関する情報提供） 

第６８条の２ 就労移行支援事業者は、利用者に対し、指定計画相 

談支援を行う者と連携し、定期的に就労選択支援に関する情報提 
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供を行うものとする。 

  第８４条中「及び第５３条」を「、第５３条及び第６８条の２」 

に改める。 

  第８７条中「第５３条」の次に「、第６８条の２」を加える。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規 

定は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４号）附則第１条第４ 

号に掲げる規定の施行の日から施行する。 
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議案第 ２ ９ 号 

   富山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例制定の件 

富山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤 井 裕 久      

 

   富山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例 

富山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（ 

平成２４年富山市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

第３条に次の２項を加える。 

４ 障害者支援施設は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

に配慮しつつ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、 

当該意向を定期的に確認するとともに、法第７７条第３項各号に掲 

げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業 

を行う者と連携を図りつつ、利用者の希望に沿って地域生活への移 

行に向けた措置を講じなければならない。 

５ 障害者支援施設は、利用者の当該障害者支援施設以外における指 

定障害福祉サービス等の利用状況等を把握するとともに、利用者の 

自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の当該障 

害者支援施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する 

意向を定期的に確認し、一般相談支援事業又は特定相談支援事業を 

行う者と連携を図りつつ、必要な援助を行わなければならない。 

第１１条第１項中第８号を第９号とし、第５号から第７号までを１ 

号ずつ繰り下げ、第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 言語聴覚士 

第１８条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次 
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に次の１項を加える。 

２ 障害者支援施設は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営 

むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮するよう努め 

なければならない。 

第１９条第２項中「行い」を「行うとともに、利用者の自己決定の 

尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ」に改め、同項に後段として次 

のように加える。 

この場合において、サービス管理責任者は、第２０条の３第１項 

の地域移行等意向確認担当者（第６項において単に「地域移行等意 

向確認担当者」という。）が把握した利用者の地域生活への移行に 

関する意向等を踏まえるものとする。 

第１９条第１０項中「第７項」を「第８項」に、「第８項」を「第 

９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項を同条第１０項 

とし、同条第８項を同条第９項とし、同条第７項中「利用者」の次に 

「及び当該利用者に対して指定計画相談支援を行う者」を加え、同項 

を同条第８項とし、同条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同 

項を同条第７項とし、同条第５項中「会議（」の次に「利用者及び当 

該」を、「担当者等」の次に「（地域移行等意向確認担当者を含む。 

）」を、「開催し」の次に「、当該利用者の生活に対する意向等を改 

めて確認するとともに」を加え、同項を同条第６項とし、同条第４項 

を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項の次に 

次の１項を加える。 

３ アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定することに 

困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行うため、当該利 

用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握しなけれ 

ばならない。 

 第２０条に次の１項を加える。 

２ サービス管理責任者は、業務を行うに当たっては、利用者の自己 

決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに 

困難を抱える場合には、適切に利用者への意思決定の支援が行われ 
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るよう努めなければならない。 

第２０条の次に次の２条を加える。 

（地域との連携等） 

第２０条の２ 障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当 

たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行 

う等の地域との交流を図らなければならない。 

２ 障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの提供に当たっては、 

利用者及びその家族、地域住民の代表者、施設障害福祉サービスに 

ついて知見を有する者並びに市町村の担当者等により構成される協 

議会（以下この条において「地域連携推進会議」という。）を開催 

し、おおむね１年に１回以上、地域連携推進会議において、事業の 

運営に係る状況を報告するとともに、必要な要望、助言等を聴く機 

会を設けなければならない。 

３ 障害者支援施設は、地域連携推進会議の開催のほか、おおむね１ 

年に１回以上、地域連携推進会議の構成員が障害者支援施設を見学 

する機会を設けなければならない。 

４ 障害者支援施設は、第２項の報告、要望、助言等についての記録 

を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、障害者支援施設がその提供する施設障害福祉サ 

ービスの質に係る外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公 

表又はこれに準ずる措置として市長が定めるものを講じている場合 

には、適用しない。 

（地域移行等意向確認担当者の選任等） 

第２０条の３ 障害者支援施設は、利用者への地域生活への移行に関 

する意向の把握、利用者の当該障害者支援施設以外における指定障 

害福祉サービス等の利用状況等の把握及び利用者の当該障害者支援 

施設以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向の定 

期的な確認（以下この条において「地域移行等意向確認等」という。 

）を適切に行うため、地域移行等意向確認等に関する指針を定める 

とともに、地域移行等意向確認担当者を選任しなければならない。 
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２ 地域移行等意向確認担当者は、前項の指針に基づき、地域移行等 

意向確認等を実施し、アセスメントの際に地域移行等意向確認等に 

おいて把握し、又は確認した内容をサービス管理責任者に報告する 

とともに、当該内容を第１９条第６項に規定する施設障害福祉サー 

ビス計画の作成に係る会議に報告しなければならない。 

３ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たって 

は、法第７７条第３項各号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援 

事業若しくは特定相談支援事業を行う者と連携し、地域における障 

害福祉サービスの体験的な利用に係る支援その他の地域生活への移 

行に向けた支援を行うよう努めなければならない。 

第４０条に次の２項を加える。 

３ 障害者支援施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療 

に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定 

する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療 

機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新 

型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は 

同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発 

生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 障害者支援施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関であ 

る場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感 

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

第４４条を次のように改める。 

第４４条 削除 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（次項において「施行日」という。）から令 

和７年３月３１日までの間、改正後の富山市障害者支援施設の設備 

及び運営に関する基準を定める条例（次項において「新条例」とい 
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う。）第２０条の２の規定の適用については、同条第２項及び第３ 

項中「設けなければ」とあるのは「設けるよう努めなければ」と、 

同条第４項中「公表しなければ」とあるのは「公表するよう努めな 

ければ」とする。 

３ 施行日から令和８年３月３１日までの間、新条例第２０条の３の 

規定の適用については、同条第１項中「選任しなければ」とあるの 

は「選任するよう努めなければ」と、同条第２項中「報告しなけれ 

ば」とあるのは「報告するよう努めなければ」とする。 
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議案第 ３ ０ 号 

   富山市障害者福祉プラザ条例の一部を改正する条例制定の件 

 富山市障害者福祉プラザ条例の一部を改正する条例を次のように定 

める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久      

 

富山市障害者福祉プラザ条例の一部を改正する条例 

富山市障害者福祉プラザ条例（平成１７年富山市条例第１５９号） 

の一部を次のように改正する。 

第３条第１号を次のように改める。 

 (1) 富山市障害者福祉センター（以下「福祉センター」という。） 

 ア 多目的ホール 

 イ 温水訓練施設 

 ウ 介護実習室 

 エ 料理実習室 

 オ 多機能室 

 カ 教養室 

  キ アからカまでに掲げるもののほか、第１条の目的を達成する 

ために必要な施設 

第３条の３第３号を削り、同条第２号中「第４条各号」を「次条各 

号」に改め、同号を同条第３号とし、同条第１号の次に次の１号を加 

える。 

 (2) 福祉センターの施設（第３条第１号アからカまでに掲げる施設 

に限る。第６条第１項において同じ。）の使用の承認に関する業 

務 

 第４条中「富山市障害者福祉センター（以下「福祉センター」とい 

う。）」を「福祉センター」に改める。 

第４条の２中「午前９時から午後９時まで」を「次のとおり」に改 
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め、同条に次の各号を加える。 

 (1) 第３条第１号（イを除く。）に掲げる施設 

  ア 日曜日、月曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法 

律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」という。） 午 

前９時から午後５時まで 

  イ アに掲げる日以外の日 午前９時から午後９時まで 

 (2) 第３条第１号イに掲げる施設 

  ア 日曜日及び休日 午前１０時から午後４時まで 

  イ アに掲げる日以外の日 午前９時から午後５時まで 

 第４条の３中「１２月２９日から翌年の１月３日までの日」を「次 

のとおり」に改め、同条に次の各号を加える。 

 (1) 第３条第１号（イを除く。）に掲げる施設 １２月２９日から 

翌年の１月３日までの日 

 (2) 第３条第１号イに掲げる施設 

  ア 月曜日（この日が休日に当たる場合を除く。） 

  イ １２月２９日から翌年の１月３日までの日 

 第６条第１項中「福祉センター」の次に「の施設」を加える。 

 第１４条の３第２号を次のように改める。 

 (2) 休日 

 第１５条第１号中「（以下単に「地域生活支援事業」という。）」 

を削る。 

 第１７条中「前条」を「第１６条」に改める。 

 第１８条中「、第６条、第７条、第９条及び第１１条から第１３条 

までの規定中「福祉センター」とあるのは「作業センター」と」を削 

る。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ３ １ 号 

富山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例制定の件 

富山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例 

富山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（ 

平成２４年富山市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

 第２５条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中 

「入院治療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等 

に備えるため」に、「協力病院」を「規則で定める要件を満たす協力 

医療機関」に改め、同項に次のただし書を加える。 

  ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより 

当該要件を満たすこととすることができるものとする。 

 第２５条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 養護老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入 

所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療 

機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

３ 養護老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療 

に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定 

する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療 

機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新 

型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は 

同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発 

生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 
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４ 養護老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関であ 

る場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感 

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 養護老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入 

院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合 

においては、再び当該養護老人ホームに速やかに入所させることが 

できるよう努めなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間、改正後の 

富山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例第 

２５条第１項の規定の適用については、同項中「定めなければ」と 

あるのは、「定めるよう努めなければ」とする。 
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議案第 ３ ２ 号 

富山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例制定の件 

富山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例 

富山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（ 

平成２４年富山市条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

 第２７条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 軽費老人ホームは、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに 

当たっては、規則で定める要件を満たす協力医療機関を定めるよう 

努めなければならない。 

３ 軽費老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入 

所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療 

機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

４ 軽費老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療 

に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定 

する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療 

機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新 

型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は 

同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発 

生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

５ 軽費老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関であ 

る場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感 

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 
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６ 軽費老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入 

院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合 

においては、再び当該軽費老人ホームに速やかに入所させることが 

できるよう努めなければならない。 

第２８条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に 

「重要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事 

項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項 

を加える。 

３ 軽費老人ホームは、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載 

しなければならない。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２８条に 

１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 ３ ３ 号 

富山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定め 

る条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定め 

る条例の一部を改正する条例 

 富山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条 

例（平成２４年富山市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第３２条の２」を「第３２条の３」に改める。 

 第２３条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、 

当該医師及び当該協力医療機関」を加え、同条に次の 1 項を加える。 

２ 特別養護老人ホームは、前項の医師及び協力医療機関の協力を得 

て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、 

必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければなら 

ない。 

 第２４条第２項中「第３２条の２」を「第３２条の３」に改める。 

第２８条の見出しを 「（ 協力医療機関等 ）」 に改め、同条第１項中 

「入院治療を必要とする入所者の」を「入所者の病状の急変等に備え 

る」に、「協力病院」を「規則で定める要件を満たす協力医療機関」 

に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより 

当該要件を満たすこととすることができるものとする。 

第２８条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 特別養護老人ホームは、１年に１回以上、協力医療機関との間で、

入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医 
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療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

３ 特別養護老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する 

医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に 

規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定 

医療機関」という 。） との間で、新興感染症（同条第７項に規定す 

る新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症 

又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ 。） 

の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 特別養護老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関 

である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新 

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 特別養護老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関 

に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった 

場合においては、再び当該特別養護老人ホームに速やかに入所させ 

ることができるよう努めなければならない。 

第２章中第３２条の２の次に次の１条を加える。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第３２条の３ 特別養護老人ホームは、当該特別養護老人ホームにお 

ける業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上 

に資する取組の促進を図るため、当該特別養護老人ホームにおける 

入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に 

資する方策を検討するための委員会を定期的に開催しなければなら 

ない。 

第３８条の次に次の１条を加える。 

（勤務体制の確保等） 

第３８条の２ ユニット型特別養護老人ホームの管理者は、ユニット 

型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

第３９条及び第４１条中「第３２条の２」を「第３２条の３」に改 

める。 
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第４２条中「第３８条」を「第３８条の２」に、「第３２条の２」 

を「第３２条の３」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日（次項において「施行日」という 。） から令 

和９年３月３１日までの間、改正後の富山市特別養護老人ホームの 

設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。 

）第２８条第 1 項（新条例第３９条、第４１条及び第４２条におい 

て準用する場合を含む 。） の規定の適用については、同項中「定め 

なければ」とあるのは、「定めるよう努めなければ」とする。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第３２条の３（ 

新条例第３９条、第４１条及び第４２条において準用する場合を含 

む 。） の規定の適用については、新条例第３２条の３中「しなけれ 

ば」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 
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議案第 ３ ４ 号 

富山市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市介護保険条例の一部を改正する条例 

 富山市介護保険条例（平成１７年富山市条例第１６６号）の一部を 

次のように改正する。 

 第３条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度 

から令和８年度まで」に改め、同項第１号中「３５，７００円」を「 

３３，３００円」に改め、同項第２号中「５５，５００円」を「５１ 

，５００円」に改め、同項第３号中「５９，４００円」を「５４，７ 

００円」に改め、同項第６号イ及び第７号イ中「又は第１１号イ」を 

「、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第８号ア 

中「１９０万円」を「２１０万円」に改め、同号イ中「又は第１１号 

イ」を「、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第 

９号ア中「１９０万円」を「２１０万円」に改め、同号イ中「又は第 

１１号イ」を「、第１１号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、 

同項第１０号中「１４６，６００円」を「１３４，７００円」に改め、

同号ア中「７００万円」を「４２０万円」に改め、同号イ中「又は次 

号イ」を「、次号イ、第１２号イ又は第１３号イ」に改め、同項第１ 

１号中「１５８，４００円」を「１５０，５００円」に改め、同号ア 

中「７００万円以上１，０００万円」を「４２０万円以上５２０万円 

」に改め、同号イ中「部分を除く 。）」 の次に「、次号イ又は第１３ 

号イ」を加え、同項第１２号中「１６６，４００円」を「１９０，１ 

００円」に改め、同号を同項第１４号とし、同項第１１号の次に次の 

２号を加える。 

(12) 次のいずれかに該当する者 １６６，４００円 
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ア 合計所得金額が５２０万円以上６２０万円未満である者であ 

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの 

  号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態 

  となるもの（政令第３９条第１項第１号イ（ (1) に係る部分を 

除く 。） 又は次号イに該当する者を除く 。） 

(13) 次のいずれかに該当する者 １８２，２００円 

ア 合計所得金額が６２０万円以上７２０万円未満である者であ 

り、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの 

  号の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態 

  となるもの（政令第３９条第１項第１号イ（ (1) に係る部分を 

除く 。） に該当する者を除く 。） 

第３条第２項及び第３項中「令和３年度から令和５年度まで」を「 

令和６年度から令和８年度まで」に改め、同条第４項中「令和３年度 

から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「５ 

５，５００円」を「５４，３００円」に改める。 

第５条第３項中「若しくは第１１号イ」を「、第１１号イ、第１２ 

号イ若しくは第１３号イ」に、「第１１号まで」を「第１３号まで」 

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の富山市介護保険条例第３条及び第５条の規定は、令和６ 

年度以後の年度分の保険料について適用し、令和５年度分までの保 

険料については、なお従前の例による。 
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議案第 ３ ５ 号 

富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す 

る基準等を定める条例等の一部を改正する条例制定の件 

富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基 

準等を定める条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す 

る基準等を定める条例等の一部を改正する条例 

（富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する 

基準等を定める条例の一部改正） 

第１条 富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関 

する基準等を定める条例（平成２４年富山市条例第４７号）の一部 

を次のように改正する。 

  第７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２４条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の 

 次に次の１号を加える。 

(3) 指定訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用 

 者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除 

き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身 

体的拘束等」という 。） を行わないこと。 

  第３４条第１項中「重要事項」の次に 「（ 以下この条において単 

 に「重要事項」という 。）」 を加え、同条第２項中「前項に規定す 

る事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改める。 

第４４条ただし書及び第５０条ただし書中「同一敷地内にある」 

を削る。 

第５４条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を 

第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 
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(3) 指定訪問入浴介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の 

 利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合 

を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第６１条ただし書及び第１０１条ただし書中「同一敷地内にある 

」を削る。 

  第１０５条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号 

の次に次の１号を加える。 

(3) 指定通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用 

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除 

き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第１３３条ただし書及び第１４９条ただし書中「同一敷地内にあ 

る」を削る。 

  第１５５条第４項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する 

行為（以下「身体的拘束等」という 。）」 を「身体的拘束等」に改 

め、同条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 指定短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図る 

ため、規則で定める措置を講じなければならない。 

  第１６６条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽 

減に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第１６６条の２ 指定短期入所生活介護事業者は、当該指定短期入 

所生活介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向 

上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指 

定短期入所生活介護事業所における利用者の安全並びに介護サー 

ビスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するため 

の委員会を定期的に開催しなければならない。 

  第１７４条中第７項を第８項とし、第６項の次に次の１項を加え 

る。 

７ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適 

正化を図るため、規則で定める措置を講じなければならない。 
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 第１７９条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加え 

る。 

５ ユニット型指定短期入所生活介護事業所の管理者は、ユニット 

型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

  第１８４条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１９２条中「、診療所」を「又は診療所」に改め、「又は病院 

の老人性認知症疾患療養病棟（健康保険法等の一部を改正する法律 

（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によ 

りなおその効力を有するものとされた介護保険法施行令第４条第２ 

項に規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ 。）」 を 

削る。 

  第１９４条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加え 

る。 

５ 指定短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図る 

ため、規則で定める措置を講じなければならない。 

  第２０４条中「及び第１６６条」を「、第１６６条及び第１６６ 

条の２」に改める。 

 第２０７条第１項中「ユニット型指定短期入所療養介護の事業を 

行う者」を「介護老人保健施設であるユニット型指定短期入所療養 

介護の事業を行う者」に改め、同条第２項中「に規定する設備」を 

「から第４項までに規定する設備」に、「前項」を「前各項」に改 

め、同項を同条第５項とし、同条第１項の次に次の３項を加える。 

２ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護 

事業所に設けなければならない設備及びその基準は、規則で定め 

る。 

３ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介 

護事業所に設けなければならない設備及びその基準は、規則で定 

める。 

４ 介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所に設 

けなければならない設備及びその基準は、規則で定める。 
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  第２０９条中第７項を第８項とし、第６項の次に次の１項を加え 

る。 

７ ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適 

 正化を図るため、規則で定める措置を講じなければならない。 

  第２１４条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加え 

る。 

５ ユニット型指定短期入所療養介護事業所の管理者は、ユニット 

型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

  第２１９条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２２８条の次に次の１条を加える。 

（口腔
くう

衛生の管理） 

第２２８条の２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の 

口腔
くう

の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができる 

よう、口腔
くう

衛生の管理体制を整備し、各利用者の状態に応じた口 

腔
くう

衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

第２３４条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加え 

る。 

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協 

力医療機関を定めるに当たっては、規則で定める要件を満たす協 

力医療機関を定めるよう努めなければならない。 

３ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協力 

医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認 

するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出なければ 

ならない。 

４ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、感染症の予防及び感染 

症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号 

）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項にお 

いて「第二種協定指定医療機関」という 。） との間で、新興感染 

症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第 

８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症を 
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いう。次項において同じ 。） の発生時等の対応を取り決めるよう 

努めなければならない。 

５ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二種 

協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医 

療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行 

わなければならない。 

６ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関 

その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、 

退院が可能となった場合においては、再び当該指定特定施設に速 

やかに入居させることができるよう努めなければならない。 

第２３７条中「及び第１５９条」を「、第１５９条及び第１６６ 

条の２」に改める。 

  第２４１条ただし書及び第２５１条ただし書中「同一敷地内にあ 

 る」を削る。 

第２５５条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号 

 を第５号とし、同号の次に次の１号を加える。 

(6) 指定福祉用具貸与の提供に当たっては、当該利用者又は他の 

利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合 

を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

第２５５条中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号 

の次に次の１号を加える。 

(2) 法第８条第１２項に規定する厚生労働大臣が定める福祉用具 

及び同条第１３項に規定する特定福祉用具のいずれにも該当す 

る福祉用具（以下「対象福祉用具」という 。） に係る指定福祉 

用具貸与の提供に当たっては、利用者が指定福祉用具貸与又は 

指定特定福祉用具販売のいずれかを選択できることについて十 

分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情 

報を提供するとともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語 

聴覚士、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービ 

ス等の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体の状況等 
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を踏まえ、提案を行うこと。 

  第２５６条第１項中「内容等」を「内容、福祉用具貸与計画の実 

施状況の把握（以下この条において「モニタリング」という 。） を 

行う時期等」に改め、同条第６項を同条第８項とし、同条第５項中 

「福祉用具貸与計画の作成後、当該福祉用具貸与計画の実施状況の 

把握を行い」を「モニタリングの結果を踏まえ」に改め、同項を同 

条第７項とし、同条第４項の次に次の２項を加える。 

５ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成後、モニタリ 

ングを行うものとする。ただし、対象福祉用具に係る指定福祉用 

具貸与の提供に当たっては、福祉用具貸与計画に基づくサービス 

提供の開始時から６月以内に少なくとも１回モニタリングを行い、

その継続の必要性について検討を行うものとする。 

６ 福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を記録し、当該記 

録をサービスの提供に係る居宅サービス計画を作成した指定居宅 

介護支援事業者に報告しなければならない。 

 第２６１条第１項中「重要事項」の次に 「（ 以下この条において 

単に「重要事項」という 。）」 を加え、同条第２項中「前項に規定 

する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改める。 

 第２６３条中「第１０８条第１項、第２項及び第４項中「通所介 

護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同条第２項」を 

「第１０８条第２項」に改め、「サービス利用」と」の次に「、同 

条第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」 

と」を加える。 

  第２６５条中「第１０８条第１項、第２項及び第４項中「通所介 

護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同条第２項」を 

「第１０８条第２項」に改め、「サービスの利用」と」の次に「、 

同条第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員 

」と」を加える。 

  第２６８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２７３条中第４号を第７号とし、第３号を第４号とし、同号の 
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 次に次の２号を加える。 

(5) 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たって 

は、利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用 

状況を確認するよう努めるとともに、必要な場合は、使用方法 

の指導、修理等を行うよう努めること。 

(6) 指定特定福祉用具販売の提供に当たっては、当該利用者又は 

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない 

場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第２７３条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加え 

る。 

(2) 対象福祉用具に係る指定特定福祉用具販売の提供に当たって 

は、利用者が指定福祉用具貸与又は指定特定福祉用具販売のい 

ずれかを選択できることについて十分な説明を行った上で、利 

用者の当該選択に当たって必要な情報を提供するとともに、医 

師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅サービス計画 

の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者その他の関係 

者の意見及び利用者の身体の状況等を踏まえ、提案を行うこと。 

  第２７４条に次の１項を加える。 

５ 福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定福祉用具 

販売の提供に当たっては、特定福祉用具販売計画の作成後、当該 

特定福祉用具販売計画に記載した目標の達成状況の確認を行うも 

のとする。 

  第２７６条中「第１０８条第１項、第２項及び第４項中「通所介 

護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同条第２項」を 

「第１０８条第２項」に改め、「サービス利用」と」の次に「、同 

条第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」 

と」を加える。 

第２条 富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関 

する基準等を定める条例の一部を次のように改正する。 

  第６６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 
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  第７２条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を 

第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 指定訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用 

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除 

き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第８１条第３項中「に規定する人員」を「から第３項までに規定 

する人員」に、「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項 

とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定訪問リハビリテーション事業所が法第７２条第１項の規定 

により法第４１条第１項本文の指定があったものとみなされた介 

護老人保健施設又は介護医療院である場合については、富山市介 

護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を 

定める条例（平成２４年富山市条例第５０号。以下「介護老人保 

健施設基準条例」という 。） 第４条又は富山市介護医療院の人員、  

施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年 

富山市条例第２５号。以下「介護医療院基準条例」という 。） 第 

４条に規定する人員に関する基準を満たすことをもって、医師に 

係る前２項に規定する基準を満たしているものとみなすことがで 

きる。 

第８５条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を 

第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 指定訪問リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用者 

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な 

い場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第８６条第５項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条第 

６項とし、同条第４項を同条第５項とし、同条第３項の次に次の１ 

項を加える。 

４ 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビリ 

テーションを受けていた医療機関から退院した利用者に係る訪問 

リハビリテーション計画の作成に当たっては、当該医療機関が作 
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成したリハビリテーション実施計画書等により、当該利用者に係 

るリハビリテーションの情報を把握しなければならない。 

  第９５条第１項中第７号を第８号とし、第４号から第６号までを 

１号ずつ繰り下げ、第３号の次に次の１号を加える。 

(4) 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は 

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない 

場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第９５条第２項中第７号を第８号とし、第３号から第６号までを 

１号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は 

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない 

場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第９５条第３項中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第 

 ２号の次に次の１号を加える。 

(3) 指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利用者又は 

 他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない 

場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第１３７条第３項中「及び第２項」を「から第３項まで」に、「 

前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項 

の次に次の１項を加える。 

３ 指定通所リハビリテーション事業所が法第７２条第１項の規定 

により法第４１条第１項本文の指定があったものとみなされた介 

護老人保健施設又は介護医療院である場合については、介護老人 

保健施設基準条例第４条又は介護医療院基準条例第４条に規定す 

る人員に関する基準を満たすことをもって、医師に係る前２項に 

規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

  第１４０条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号 

 の次に次の１号を加える。 

(3) 指定通所リハビリテーションの提供に当たっては、当該利用 

 者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを 
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得ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第１４１条第６項中「第４項」を「第５項」に改め、同項を同条 

 第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項を同条第５ 

項とし、同条第３項の次に次の１項を加える。 

４ 医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機関 

から退院した利用者に係る通所リハビリテーション計画の作成に 

当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテーション実施計 

画書等により、当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把 

握しなければならない。 

第３条 富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関 

する基準等を定める条例の一部を次のように改正する。 

 第３４条に次の１項を加える。 

３ 指定訪問介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト 

 に掲載しなければならない。 

 第２６１条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加え 

る。 

３ 指定福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項をウェブサ 

イトに掲載しなければならない。 

 （富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する 

基準等を定める条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 富山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関 

する基準等を定める条例の一部を改正する条例（令和３年富山市条 

例第２２号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項及び第３項を次のように改める。 

  （虐待の防止に係る経過措置） 

 ２ この条例の施行の日（以下「施行日」という 。） から令和９年 

  ３月３１日までの間、改正後の富山市指定居宅サービス等の事業 

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条 

例」という 。） 第３条第３項（新条例第９１条第１項に規定する 

指定居宅療養管理指導事業者に適用される場合に限る 。） 及び第 
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４０条の２（新条例第９８条において準用する場合に限る 。） の 

規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とある 

のは、「講じるよう努めなければ」とし、新条例第９６条の規定 

の適用については、同条中「事業の」とあるのは、「虐待の防止 

のための措置に関する規程を定めておくよう努めるとともに、事 

業の」とする。 

  （業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第３２条の２ 

  （新条例第９８条において準用する場合に限る 。） の規定の適用 

については、新条例第３２条の２中「講じなければ」とあるのは 

「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは 

「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるの 

は「行うよう努めるものとする」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次の各号 

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第２条の規定 令和６年６月１日 

(2) 第３条の規定 令和７年４月１日 

 （身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という 。） から令和７年３ 

月３１日までの間、第１条の規定による改正後の富山市指定居宅サ 

ービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

（以下「新条例」という 。） 第１５５条第５項（新条例第１８１条 

の３及び第１８８条において準用する場合を含む 。）、 第１７４条 

第７項、第１９４条第５項及び第２０９条第７項の規定の適用につ 

いては、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよ 

う努めなければ」とする。 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 
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３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第１６６条の２ 

（新条例第１８１条、第１８１条の３、第１８８条、第２０４条（ 

新条例第２１６条において準用する場合を含む 。） 及び第２３７条 

において準用する場合を含む 。） の規定の適用については、新条例 

第１６６条の２中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなけ 

れば」とする。 

 （口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第２２８条の２ 

の規定の適用については、同条中「行わなければ」とあるのは、「 

行うよう努めなければ」とする。 
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議案第 ３ ６ 号 

富山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に 

関する基準等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す 

る基準等を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に 

関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 富山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す 

る基準等を定める条例（平成２４年富山市条例第４８号）の一部を次 

のように改正する。 

 第８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２５条中第９号を第１０号とし、第８号を第９号とし、第７号の 

次に次の１号を加える。 

(8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、 

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急 

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限 

する行為（以下「身体的拘束等」という 。） を行わないこと。 

第３５条第 1 項中「重要事項」の次に 「（ 以下この条において単に 

「重要事項」という 。）」 を加え、同条第２項中「前項に規定する事 

項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項 

を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、 

重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

第５２条中第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号を第 

６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は 
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他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場 

合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

第６０条の４ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６０条の９中第６号を第７号とし、第５号を第６号とし、第４号 

の次に次の１号を加える。 

(5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は 

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場 

合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

第６０条の２４第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６０条の３０中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３ 

号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利 

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除 

き、身体的拘束等を行わないこと。 

第６３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６６条第２項中「介護保険施設若しくは」の次に「健康保険法等 

の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定に 

よる改正前の法第４８条第１項第３号に規定する」を加える。 

第６７条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第７１条中第６号を第７号とし、第５号を第６号とし、第４号の次 

に次の１号を加える。 

(5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又 

は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない 

場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

第７２条第１項中「及び次条」を削る。 

第８４条第１項ただし書中「規則で定める」を「当該指定小規模多 

機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等 

の」に改める。 

第９３条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為 

（以下「身体的拘束等」という 。）」 を「身体的拘束等」に改め、同 
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条中第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号の次に次の１ 

号を加える。 

(6) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化 

を図るため、規則で定める措置を講ずること。 

第１０６条を削り、第１０７条を第１０６条とし、同条の次に次の 

１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第１０７条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模 

多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質 

の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該 

指定小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介 

護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する 

ための委員会を定期的に開催しなければならない。 

第１１２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは 

併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは第１９２条第１ 

項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

第１２２条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあ 

ること等により」を削る。 

第１２６条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の 

次に次の５項を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協 

力医療機関を定めるに当たっては、規則で定める要件を満たす協力 

医療機関を定めるよう努めなければならない。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力 

医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認す 

るとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出なければなら 

ない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染 

症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号） 
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第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（以下「第二種 

協定指定医療機関」という 。） との間で、新興感染症（同条第７項 

に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指 

定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。以下同じ 。） 

の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種 

協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療 

機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わな 

ければならない。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関 

その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退 

院が可能となった場合においては、再び当該指定認知症対応型共同 

生活介護事業所に速やかに入居させることができるよう努めなけれ 

ばならない。 

第１２９条中「及び第１０５条」を「、第１０５条及び第１０７条 

」に改める。 

第１３２条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１４８条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に 

基づき協力医療機関を定めるに当たっては、規則で定める要件を満 

たす協力医療機関を定めるよう努めなければならない。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以 

上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応 

を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出なけ 

ればならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第二種協定指 

定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよ 

う努めなければならない。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関 

が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定 
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指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議 

を行わなければならない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力 

医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽 

快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定地域密着 

型特定施設に速やかに入居させることができるよう努めなければな 

らない。 

第１５０条中「及び第１００条」を「、第１００条及び第１０７条 

」に改める。 

第１６６条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、

当該医師及び当該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機 

関の協力を得て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見 

直しを行い、必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わ 

なければならない。 

 第１７３条の見出しを 「（ 協力医療機関等 ）」 に改め、同条第１項 

中「入院治療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変 

等に備えるため」に、「協力病院」を「規則で定める要件を満たす協 

力医療機関」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより 

当該要件を満たすこととすることができるものとする。 

第１７３条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療 

機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認すると 

ともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関と 

の間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努めなけれ 

ばならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定 

指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関 
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との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ 

ばならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その 

他の医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が 

可能となった場合においては、再び当該指定地域密着型介護老人福 

祉施設に速やかに入所させることができるよう努めなければならな 

い。 

第１７８条中「及び第６０条の１７第１項から第４項まで」を「、 

第６０条の１７第１項から第４項まで及び第１０７条」に改める。 

第１８８条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニッ 

ト型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

 第１９０条中「第４項まで」の次に「、第１０７条」を加える。 

第１９３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは 

当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に併設する規則で定める 

施設等」を削る。 

第１９８条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅 

において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、 

日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の 

補助を」に改め、同条中第１０号を第１１号とし、第６号から第９号 

までを１号ずつ繰り下げ、第５号の次に次の１号を加える。 

(6) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適 

正化を図るため、規則で定める措置を講ずること。 

第２０３条中「、第１０１条から第１０５条まで及び第１０７条」 

を「及び第１０１条から第１０７条まで」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３５条 

 に１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 
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２ この条例の施行の日（以下「施行日」という 。） から令和７年３ 

月３１日までの間、改正後の富山市指定地域密着型サービスの事業 

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例 

」という 。） 第９３条第６号及び第１９８条第６号の規定の適用に 

ついては、これらの規定中「講ずる」とあるのは、「講ずるよう努 

める」とする。 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第１０７条（新 

条例第１２９条、第１５０条、第１７８条、第１９０条及び第２０ 

３条において準用する場合を含む 。） の規定の適用については、新 

条例第１０７条中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなけ 

れば」とする。 

 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第１７３条第１ 

項（新条例第１９０条において準用する場合を含む 。） の規定の適 

用については、同項中「定めなければ」とあるのは、「定めるよう 

努めなければ」とする。 
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議案第 ３ ７ 号 

富山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基 

準等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等 

を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基 

準等を定める条例の一部を改正する条例 

富山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等 

を定める条例（平成２４年富山市条例第４９号）の一部を次のように 

改正する。 

 第２５条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、 

当該医師及び当該協力医療機関」を加え、同条に次の 1 項を加える。 

２ 指定介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を 

得て、 1 年に 1 回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、

必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければなら 

ない。 

 第３４条の見出しを 「（ 協力医療機関等 ）」 に改め、同条第１項中 

「入院治療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等 

に備えるため」に、「協力病院」を「規則で定める要件を満たす協力 

医療機関」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより 

当該要件を満たすこととすることができるものとする。 

第３４条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間 

で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協 

力医療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 
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３ 指定介護老人福祉施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対す 

る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項 

に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指 

定医療機関」という 。） との間で、新興感染症（同条第７項に規定 

する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染 

症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。 

）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 指定介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機 

関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、 

新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 指定介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機 

関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となっ 

た場合においては、再び当該指定介護老人福祉施設に速やかに入所 

させることができるよう努めなければならない。 

 第３５条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要 

事項」の次に 「（ 以下この条において単に「重要事項」という 。）」  

を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「 

同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護老人福祉施設は、原則として、重要事項をウェブサイト 

に掲載しなければならない。 

 第４１条の２の次に次の１条を加える。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第４１条の３ 指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設 

における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の 

向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護老人福祉施設に 

おける入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担 

軽減に資する方策を検討するための委員会を定期的に開催しなけれ 

ばならない。 

第４９条の次に次の１条を加える。 
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 （勤務体制の確保等） 

第４９条の２ ユニット型指定介護老人福祉施設の管理者は、ユニッ 

ト型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３５条 

 に１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日（次項において「施行日」という 。） から令 

和９年３月３１日までの間、改正後の富山市指定介護老人福祉施設 

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例 

」という 。） 第３４条第１項（新条例第５０条において準用する場 

合を含む 。） の規定の適用については、同項中「定めなければ」と 

あるのは、「定めるよう努めなければ」とする。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第４１条の３（ 

新条例第５０条において準用する場合を含む 。） の規定の適用につ 

いては、新条例第４１条の３中「しなければ」とあるのは、「する 

よう努めなければ」とする。 
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議案第 ３ ８ 号 

富山市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関 

する基準を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関 

する基準を定める条例の一部を改正する条例 

富山市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する 

基準を定める条例（平成２４年富山市条例第５０号）の一部を次のよ 

うに改正する。 

 第１９条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。  

 第３４条の見出しを「 ( 協力医療機関等 ) 」に改め、同条第１項中 

「協力病院」を「規則で定める要件を満たす協力医療機関」に改め、 

同項に次のただし書を加える。 

  ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより 

 当該要件を満たすこととすることができるものとする。 

 第３４条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 介護老人保健施設は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、 

入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医 

療機関の名称等を、市長に届け出なければならない。 

３ 介護老人保健施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規

定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医

療機関」という 。） との間で、新興感染症（同条第７項に規定する

新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又

は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ 。） の
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発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 介護老人保健施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関で

ある場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興

感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 介護老人保健施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に

入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場

合においては、再び当該介護老人保健施設に速やかに入所させるこ

とができるよう努めなければならない。 

 第３５条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要 

事項」の次に 「（ 以下この条において単に「重要事項」という 。）」  

を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「 

同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 介護老人保健施設は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲 

載しなければならない。 

 第４０条の２の次に次の１条を加える。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第４０条の３ 介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設における

業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資

する取組の促進を図るため、当該介護老人保健施設における入所者

の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会を定期的に開催しなければならない。 

 第４８条の次に次の１条を加える。 

 （勤務体制の確保等） 

第４８条の２ ユニット型介護老人保健施設の管理者は、ユニット型

施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３５条 

に１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 
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（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日（次項において「施行日」という 。） から令 

和９年３月３１日までの間、改正後の富山市介護老人保健施設の人 

員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（以下「新 

条例」という 。） 第３４条第１項（新条例第４９条において準用す 

る場合を含む 。） の規定の適用については、同項中「定めなければ 

」とあるのは、「定めるよう努めなければ」とする。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第４０条の３（ 

新条例第４９条において準用する場合を含む 。） の規定の適用につ 

いては、新条例第４０条の３中「しなければ」とあるのは、「する 

よう努めなければ」とする。 
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議案第 ３ ９ 号 

富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並 

びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な 

支援の方法に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条 

例制定の件 

富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに 

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法 

に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例を次のように定 

める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並 

びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な 

支援の方法に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条 

例 

（富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並び 

に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の 

方法に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第１条 富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営 

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支 

援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年富山市条例第５ 

１号）の一部を次のように改正する。 

第５０条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第５５条の４第１項中「重要事項」の次に 「（ 以下この条におい 

て単に「重要事項」という 。）」 を加え、同条第２項中「前項に規 

定する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改める。 

 第５９条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を 

第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 
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(3) 指定介護予防訪問入浴介護の提供に当たっては、当該利用者 

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得 

ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行 

為（以下「身体的拘束等」という 。） を行わないこと。 

第６１条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第８７条第１項第１号中「第５条」を「第５条第１項」に改め、 

「保健師等」の次に「及び同条第２項に規定する介護支援専門員」 

を加え、「をいう 。）」 を「をいう。第２５１条第４号及び第２６ 

５条第３号において同じ 。）」 に改める。 

第１３１条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１３７条中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（ 

以下「身体的拘束等」という 。）」 を「身体的拘束等」に改め、同 

条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等の適正 

化を図るため、規則で定める措置を講じなければならない。 

第１４０条第２項中「第５条」を「第５条第１項」に改め、「保 

健師等」の次に「及び同条第２項に規定する介護支援専門員」を加 

え、「前項の規定による」を「同項の規定による」に改める。 

第１４１条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽 

減に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第１４１条の２ 指定介護予防短期入所生活介護事業者は、当該指 

定介護予防短期入所生活介護事業所における業務の効率化、介護 

サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を 

図るため、当該指定介護予防短期入所生活介護事業所における利 

用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に 

資する方策を検討するための委員会を定期的に開催しなければな 

らない。 

  第１５８条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加え 

 る。 
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５ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の管理者は、 

ユニット型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければ 

ならない。 

第１６８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１７４条第１項第２号を削り、同項第３号中 「（ 前号に該当す 

るものを除く 。）」 を削り、同号を同項第２号とし、同項第４号中 

「前２号」を「前号」に改め、同号を同項第３号とし、同項第５号 

を同項第４号とする。 

第１７６条中「、診療所」を「又は診療所」に改め、「又は病院 

の老人性認知症疾患療養病棟（健康保険法等の一部を改正する法律 

（平成１８年法律第８３号 ) 附則第１３０条の２第１項の規定によ 

りなおその効力を有するものとされた介護保険法施行令第４条第２ 

項に規定する病床により構成される病棟をいう。以下同じ 。）」 を 

削る。 

第１７８条に次の１項を加える。 

２ 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適正 

化を図るため、規則で定める措置を講じなければならない。 

第１８２条中「及び第１４１条」を「、第１４１条及び第１４１ 

 条の２」に改める。 

  第１９２条第１項中「ユニット型指定介護予防短期入所療養介護 

 の事業を行う者」を「介護老人保健施設であるユニット型指定介護 

予防短期入所療養介護の事業を行う者」に改め、同条第２項中「に 

規定する設備」を「から第４項までに規定する設備」に、「前項」 

を「前各項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第１項の次に次 

の３項を加える。 

 ２ 療養病床を有する病院であるユニット型指定介護予防短期入所 

療養介護事業所に設けなければならない設備及びその基準は、規 

則で定める。 

 ３ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定介護予防短期入 

所療養介護事業所に設けなければならない設備及びその基準は、 
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規則で定める。 

４ 介護医療院であるユニット型指定介護予防短期入所療養介護事 

業所に設けなければならない設備及びその基準は、規則で定める。  

第１９５条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の管理者は、 

ユニット型施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければ 

ならない。 

第２０５条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２０９条を削り、第２１０条を第２０９条とし、第２１１条を 

 第２１０条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（口腔
くう

衛生の管理） 

第２１１条 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用 

者の口腔
くう

の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことがで 

きるよう、口腔
くう

衛生の管理体制を整備し、各利用者の状態に応じ 

た口腔
くう

衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

第２１５条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加え 

 る。 

２ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に 

基づき協力医療機関を定めるに当たっては、規則で定める要件を 

満たす協力医療機関を定めるように努めなければならない。 

３ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以 

上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対 

応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出 

なければならない。 

４ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、感染症の予防 

及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第 

１１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（ 

次項において「第二種協定指定医療機関」という 。） との間で、 

新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、 

同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感 
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染症をいう。次項において同じ 。） の発生時等の対応を取り決め 

るよう努めなければならない。 

５ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関 

が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協 

定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について 

協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力 

医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が 

軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定介護 

予防特定施設に速やかに入居させることができるよう努めなけれ 

ばならない。 

第２１８条中「第５５条の４から」の次に「第５５条の８まで、 

第５５条の１０から」を加え、 「（ 第５５条の９第２項を除く 。） 

」を削り、「及び第１４０条の２」を「、第１４０条の２及び第１ 

４１条の２」に改める。 

第２２９条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。  

第２３５条中「第５５条の４から」の次に「第５５条の８まで、 

第５５条の１０から」を加え、 「（ 第５５条の９第２項を除く 。） 

」を削り、「第２１０条第２項」を「第２０９条第２項」に改める。 

第２４０条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第２４７条第１項中「重要事項」の次に 「（ 以下この条において 

単に「重要事項」という 。）」 を加え、同条第２項中「前項に規定 

する事項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改める。 

第２５１条中第７号を第９号とし、第６号を第７号とし、同号の 

次に次の１号を加える。 

 (8) 指定介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、当該利用者 

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得 

ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第２５１条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号 

 の次に次の１号を加える。 
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(4) 法第８条の２第１０項に規定する厚生労働大臣が定める福祉 

用具及び同条第１１項に規定する特定福祉用具のいずれにも該 

当する福祉用具（以下「対象福祉用具」という 。） に係る指定 

介護予防福祉用具貸与の提供に当たっては、利用者が指定介護 

予防福祉用具貸与又は指定特定介護予防福祉用具販売のいずれ 

かを選択できることについて十分な説明を行った上で、利用者 

の当該選択に当たって必要な情報を提供するとともに、医師、 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護予防サービス計画 

の原案に位置付けた指定介護予防サービス等の担当者その他の 

関係者の意見及び利用者の身体の状況等を踏まえ、提案を行う 

こと。 

第２５２条第１項中「期間等」を「期間、介護予防福祉用具貸与 

計画の実施状況の把握（以下この条において「モニタリング」とい 

う 。） を行う時期等」に改め、同条第５項中「当該介護予防福祉用 

具貸与計画の実施状況の把握（以下この条において「モニタリング 

」という 。）」 を「モニタリング」に改め、同項に次のただし書を 

加える。 

ただし、対象福祉用具に係る指定介護予防福祉用具貸与の提供 

に当たっては、介護予防福祉用具貸与計画に基づくサービス提供 

の開始時から６月以内に少なくとも１回モニタリングを行い、そ 

の継続の必要性について検討を行うものとする。 

第２５７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第２６５条中「販売する特定介護予防福祉用具の機能、安全性、 

衛生状態等に関して点検を行うことその他の規則で定める方針」を 

「次に掲げるところ」に改め、第５号を第８号とし、第４号を第５ 

号とし、同号の次に次の２号を加える。 

  (6) 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に 

当たっては、利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用 

具の使用状況を確認するよう努めるとともに、必要な場合は、 

使用方法の指導、修理等を行うよう努めること。 
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(7) 指定特定介護予防福祉用具販売の提供に当たっては、当該利 

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ 

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第２６５条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加え 

る。 

(3) 対象福祉用具に係る指定特定介護予防福祉用具販売の提供に 

当たっては、利用者が指定介護予防福祉用具貸与又は指定特定 

介護予防福祉用具販売のいずれかを選択できることについて十 

分な説明を行った上で、利用者の当該選択に当たって必要な情 

報を提供するとともに、医師、理学療法士、作業療法士、言語 

聴覚士、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予 

防サービス等の担当者その他の関係者の意見及び利用者の身体 

の状況等を踏まえ、提案を行うこと。 

第２６６条に次の１項を加える。 

５ 福祉用具専門相談員は、対象福祉用具に係る指定特定介護予防 

福祉用具販売の提供に当たっては、特定介護予防福祉用具販売計 

画の作成後、当該特定介護予防福祉用具販売計画に記載した目標 

の達成状況の確認を行うものとする。 

第２６７条第１項中「第２１０条第１項」を「第２０９条第１項 

」に改める。 

第２条 富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営 

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支 

援の方法に関する基準等を定める条例の一部を次のように改正する。 

 第６６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第７７条第１項中第１３号を第１４号とし、第８号から第１２号 

までを１号ずつ繰り下げ、第７号の次に次の１号を加える。 

 (8) 指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、当該利用者又は 

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない 

場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第７７条第２項中「第１２号」を「第１３号」に、「同項第１３ 
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号」を「同項第１４号」に改め、同条第３項中「第１０号から第１ 

３号」を「第１１号から第１４号」に改める。 

第８０条第３項中「及び第２項」を「から第３項まで」に、「前 

２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の 

次に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が法第１１５条の 

１１において準用する法第７２条第１項の規定により法第５３条 

第１項本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又 

は介護医療院である場合については、富山市介護老人保健施設の 

人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成 

２４年富山市条例第５０号。以下「介護老人保健施設基準条例」 

という 。） 第４条又は富山市介護医療院の人員、施設及び設備並 

びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年富山市条例第２ 

５号。以下「介護医療院基準条例」という 。） 第４条に規定する 

人員に関する基準を満たすことをもって、医師に係る前２項に規 

定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

第８７条第１項中第１３号を第１５号とし、第９条から第１２号 

 までを２号ずつ繰り下げ、第８号を第９号とし、同号の次に次の１ 

 号を加える。 

  (10) 指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に当たっては、 

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊 

急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

第８７条第１項中第７号を第８号とし、同項第６号中「第５号」 

 を「第６号」に改め、同号を同項第７号とし、同項中第５号を第６ 

 号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、リハビ 

リテーションを受けていた医療機関から退院した利用者に係る 

介護予防訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、当 

該医療機関が作成したリハビリテーション実施計画書等により、

当該利用者に係るリハビリテーションの情報を把握すること。 
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  第８７条第２項中「第１２号」を「第１４号」に、「同項第１３ 

号」を「同項第１５号」に改める。 

第９６条第１項中第７号を第８号とし、第４号から第６号までを 

 １号ずつ繰り下げ、同項第３号中「前号」を「第２号」に改め、同 

 号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

  (3) 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利 

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ 

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

 第９６条第２項中第７号を第８号とし、第３号から第６号までを 

１号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の１号を加える。 

 (3) 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利 

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ 

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

 第９６条第３項中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第 

２号の次に次の１号を加える。 

(3) 指定介護予防居宅療養管理指導の提供に当たっては、当該利 

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ 

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

第１１８条第３項中「及び第２項」を「から第３項まで」に、「 

前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項 

の次に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防通所リハビリテーション事業者が法第１１５条の 

１１において準用する法第７２条第１項の規定により法第５３条 

第１項本文の指定があったものとみなされた介護老人保健施設又 

は介護医療院である場合については、介護老人保健施設基準条例 

第４条又は介護医療院基準条例第４条に規定する人員に関する基 

準を満たすことをもって、医師に係る前２項に規定する基準を満 

たしているものとみなすことができる。 

  第１２６条第１項中第１２号を第１４号とし、第９号から第１１ 

 号までを２号ずつ繰り下げ、第８号を第９号とし、同号の次に次の 
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 １号を加える。 

  (10) 指定介護予防通所リハビリテーションの提供に当たっては、 

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊 

急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。 

  第１２６条第１項中第７号を第８号とし、同項第６号中「第５号 

 」を「第６号」に改め、同号を同項第７号とし、同項中第５号を第 

 ６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

  (5) 医師等の従業者は、リハビリテーションを受けていた医療機 

関から退院した利用者に係る介護予防通所リハビリテーション 

計画の作成に当たっては、当該医療機関が作成したリハビリテ 

ーション実施計画書等により、当該利用者に係るリハビリテー 

ションの情報を把握すること。 

  第１２６条第２項中「第１１号」を「第１３号」に、「同項第１ 

 ２号」を「同項第１４号」に改める。 

第３条 富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営 

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支 

援の方法に関する基準等を定める条例の一部を次のように改正する。 

第５５条の４に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、原則として、重要事項を 

ウェブサイトに掲載しなければならない。 

第２４７条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加え 

る。 

３ 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、原則として、重要事項を 

ウェブサイトに掲載しなければならない。 

 （富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並び 

 に指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の 

方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例の一部改正 

） 

第４条 富山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営 

並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支 
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援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例（令和 

３年富山市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

附則第２項を次のように改める。 

  （虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という 。） から令和９年 

３月３１日までの間、改正後の富山市指定介護予防サービス等の 

事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る 

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条 

例 ( 以下「新条例」という。 ) 第３条第３項（新条例第８９条第 

１項に規定する指定介護予防居宅療養管理指導事業者に適用され 

る場合に限る 。） 及び第５５条の１０の２（新条例第９４条にお 

いて準用する場合に限る 。） の規定の適用については、これらの 

規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ 

」とし、新条例第９２条の規定の適用については、同条中「事業 

の」とあるのは、「虐待の防止のための措置に関する規程を定め 

ておくよう努めるとともに、事業の」とする。 

附則第４項を次のように改める。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第５５条の２ 

の２（新条例第９４条において準用する場合に限る 。） の規定の 

適用については、新条例第５５条の２の２中「講じなければ」と 

あるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」と 

あるのは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」 

とあるのは「行うよう努めるものとする」とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次の各号 

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第２条の規定 令和６年６月１日 

 (2) 第３条の規定 令和７年４月１日 
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（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という 。） から令和７年３ 

月３１日までの間、第１条の規定による改正後の富山市指定介護予 

防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー 

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等 

を定める条例（以下「新条例」という 。） 第１３７条第２項（新条 

例第１６０条、第１６５条の３及び第１７２条において準用する場 

合を含む 。） 及び第１７８条第２項（新条例第１９７条において準 

用する場合を含む 。） の適用については、これらの規定中「講じな 

ければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第１４１条の２ 

 （新条例第１６０条、第１６５条の３、第１７２条、第１８２条（ 

 新条例第１９７条において準用する場合を含む 。） 及び第２１８条 

 において準用する場合を含む 。） の規定の適用については、新条例 

第１４１条の２中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなけ 

れば」とする。 

（口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

４ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第２１１条の規 

定の適用については、同条中「行わなければ」とあるのは、「行う 

よう努めなければ」とする。 
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議案第 ４ ０ 号 

富山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及 

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防 

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一 

部を改正する条例制定の件 

富山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運 

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効 

果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及 

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防 

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一 

部を改正する条例 

 富山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運 

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効 

果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年富山市条 

例第５２号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第１０条第２項中「指定介護療養型医療施設（ 」、 「附則第１３０ 

条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法」 

及び「をいう 。）」 を削る。 

第１１条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第３３条第１項中「重要事項」の次に 「（ 以下この条において単に 

「重要事項」という 。）」 を加え、同条第２項中「前項に規定する事 

項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項 

を加える。 
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３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要 

事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

 第４３条第１項中第１３号を第１４号とし、第１０号から第１２号 

までを１号ずつ繰り下げ、第９号の次に次の１号を加える。 

(10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむ 

を得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する 

行為（以下「身体的拘束等」という 。） を行わないこと。 

 第４３条第２項中「第１２号」を「第１３号」に、「同項第１３号 

」を「同項第１４号」に改める。 

 第４６条中「規則で定める職務」を「当該指定介護予防小規模多機 

能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の 

職務」に改める。 

 第５４条中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下 

「身体的拘束等」という 。）」 を「身体的拘束等」に改め、同条に次 

の１項を加える。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所は、身体的拘束等の 

適正化を図るため、規則で定める措置を講じなければならない。 

 第６３条を削り、第６４条を第６３条とし、同条の次に次の１条を 

加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第６４条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定 

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介 

護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を 

図るため、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所におけ 

る利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会を定期的に開催しなければな 

らない。 

 第７３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併 
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設する指定小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

 第８０条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にある 

こと等により」を削る。 

 第８４条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次 

に次の５項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に 

基づき協力医療機関を定めるに当たっては、規則で定める要件を満 

たす協力医療機関を定めるよう努めなければならない。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以 

上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応 

を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出なけ 

ればならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防 

及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１ 

１４号）第６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項 

において「第二種協定指定医療機関」という 。） との間で、新興感 

染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第 

８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をい 

う。次項において同じ 。） の発生時等の対応を取り決めるよう努め 

なければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関 

が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定 

指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議 

を行わなければならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力 

医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽 

快し、退院が可能となった場合においては、再び当該指定介護予防 

認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入所させることができ 

るよう努めなければならない。 

 第８７条中「及び第６２条」を「、第６２条及び第６４条」に改め 
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る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３３条 

に１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日（次項において「施行日」という 。） から令 

和７年３月３１日までの間、改正後の富山市指定地域密着型介護予 

防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護 

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する 

基準等を定める条例（同項において「新条例」という 。） 第５４条 

第２項の規定の適用については、同項中「講じなければ」とあるの 

は、「講じるよう努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第６４条（新条 

例第８７条において準用する場合を含む 。） の規定の適用について 

は、新条例第６４条中「しなければ」とあるのは、「するよう努め 

なければ」とする。 
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議案第 ４ １ 号 

富山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を 

定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

等を定める条例の一部を改正する条例 

 富山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を 

定める条例（平成２６年富山市条例第６３号）の一部を次のように改 

正する。 

 第６条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

 第７条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対

し」を加え、「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉

用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等

」という 。） がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占め

る割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された

居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同

一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によ

って提供されたものが占める割合」を削り、同条中第４項を第５項と

し、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際

しては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該

指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総

数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所

介護（以下この項において「訪問介護等」という 。） がそれぞれ位
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置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及び前６月間に当

該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に

位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サー

ビス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供された

ものが占める割合につき説明を行い、理解を得るよう努めなければ

ならない。 

 第１６条第２号の次に次の１号を加える。 

(2) の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行わ

ないこと。 

第１６条第１３号の２中「主治の医師若しくは歯科医師」を「主治

の医師等」に改め、同条第２６号中「基づき 、」 の次に「地域包括支

援センターの設置者である」を加える。 

 第２５条第１項中「重要事項」の次に 「（ 以下この条において単に

「重要事項」という 。）」 を加え、同条第２項中「前項に規定する事

項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の 1 項

を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイ

トに掲載しなければならない。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２５条に 

１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 ４ ２ 号 

富山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介 

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関 

する基準等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予 

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等 

を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介 

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関 

する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 富山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予 

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等 

を定める条例（平成２６年富山市条例第６４号）の一部を次のように 

改正する。 

 第５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの 

設置者である指定介護予防支援事業者」に改め、 「（ 以下「指定介護 

予防支援事業所」という 。）」 を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該 

指定に係る事業所ごとに、規則で定める員数以上の指定介護予防支 

援の提供に当たる必要な数の介護支援専門員を置かなければならな 

い。 

第６条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事 

業所（以下「指定介護予防支援事業所」という 。）」 に改め、同条第 

２項中「前項に規定する」を「地域包括支援センターの設置者である 

指定介護予防支援事業者が前項の規定により置く」に改め、同条に次 

の２項を加える。 
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３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項 

の規定により置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生 

省令第３６号）第１４０条の６６第１号イ (3) に規定する主任介護 

支援専門員（以下この項において「主任介護支援専門員」という。 

）でなければならない。ただし、主任介護支援専門員の確保が著し 

く困難である等やむを得ない理由がある場合については、介護支援 

専門員（主任介護支援専門員を除く 。） を第１項に規定する管理者 

とすることができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門 

員の職務に従事する場合 

(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定 

介護予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る 。） 

第７条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対 

し」を加え、同条第３項中「担当職員」を「保健師等（指定居宅介護 

支援事業者である指定介護予防支援事業者の場合にあっては介護支援 

専門員。以下この章及び次章において同じ 。）」 に改める。 

第１３条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項 

の利用料のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の 

地域の居宅を訪問して指定介護予防支援を行う場合には、それに要 

した交通費の支払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項 

に規定する費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじ 

め、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用につ 

いて説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

 第１４条中「前条」を「前条第１項」に改める。 

第１５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センター 

の設置者である指定介護予防支援事業者」に改め、同条第４号中「次 
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章の規定」の次に 「（ 第３３条第２９号の規定を除く 。）」 を加える。 

第２４条第１項中「重要事項」の次に 「（ 以下この条において単に 

「重要事項」という 。）」 を加え、同条第２項中「前項に規定する事 

項」を「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項 

を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイ 

トに掲載しなければならない。 

第３３条第２号の次に次の１号を加える。 

 (2) の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は 

他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場 

合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行わ 

ないこと。 

 第３３条に次の１号を加える。 

(29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法 

第１１５条の３０の２第１項の規定により市町村長から情報の提 

供を求められた場合には、その求めに応じること。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２４条に 

１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第 ４ ３ 号 

富山市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する 

基準を定める条例を廃止する条例制定の件 

富山市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準 

を定める条例を廃止する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久    

 

富山市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する 

基準を定める条例を廃止する条例 

富山市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準 

を定める条例（平成２４年富山市条例第５３号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ４ ４ 号 

富山市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基 

準を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を 

定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基 

準を定める条例の一部を改正する条例 

 富山市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を 

定める条例（平成３０年富山市条例第２５号）の一部を次のように改 

正する。 

 第１９条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改める。 

 第３４条の見出しを 「（ 協力医療機関等 ）」 に改め、同条第１項中 

「協力病院」を「規則で定める要件を満たす協力医療機関」に改め、 

同項に次のただし書を加える。 

  ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより 

 当該要件を満たすこととすることができるものとする。 

 第３４条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 介護医療院は、１年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者 

の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関 

の名称等を、市長に届け出なければならない。 

３ 介護医療院は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関 

する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する 

第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協定指定医療機関 

」という 。） との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型イ 

ンフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条 

第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ 。） の発生時 
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等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

４ 介護医療院は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場 

合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症 

の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 介護医療院は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院し 

た後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合にお 

いては、再び当該介護医療院に速やかに入所させることができるよ 

う努めなければならない。 

第３５条第１項中「協力病院」を「協力医療機関」に改め、「重要 

事項」の次に 「（ 以下この条において単に「重要事項」という 。）」  

を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、「 

同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 介護医療院は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しな 

ければならない。 

第４０条の２の次に次の１条を加える。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置） 

第４０条の３ 介護医療院は、当該介護医療院における業務の効率化、 

介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進 

を図るため、当該介護医療院における入所者の安全並びに介護サー 

ビスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための 

委員会を定期的に開催しなければならない。 

第４８条の次に次の１条を加える。 

（勤務体制の確保等） 

第４８条の２ ユニット型介護医療院の管理者は、ユニット型施設の 

管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３５条 

に１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 
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（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日（次項において「施行日」という 。） から令 

和９年３月３１日までの間、改正後の富山市介護医療院の人員、施 

設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」 

という 。） 第３４条第１項（新条例第４９条において準用する場合 

を含む 。） の規定の適用については、同項中「定めておかなければ 

」とあるのは、「定めておくよう努めなければ」とする。 

（入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３ 施行日から令和９年３月３１日までの間、新条例第４０条の３（ 

新条例第４９条において準用する場合を含む 。） の規定の適用につ 

いては、新条例第４０条の３中「しなければ」とあるのは、「する 

よう努めなければ」とする。 
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議案第 ４ ５ 号 

   富山市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

   富山市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

富山市国民健康保険条例（平成１７年富山市条例第１６４号）の一 

部を次のように改正する。 

 第１３条の見出しを「（基礎賦課総額）」に改め、同条中「一般被 

保険者（法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等（以下「退職 

被保険者等」という。）以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る 

」を削り、同条第１号ア中「（一般被保険者に係るものに限る。）」 

を削り、同号イ中「第２２条」を「第７条」に改め、「県が行う国民 

健康保険の一般被保険者に係るものに限り、」を削り、同号カ中「退 

職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る 

一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院 

時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療 

養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費 

用の額並びに県が行う国民健康保険の一般被保険者に係る」及び「及 

び退職被保険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費 

用の額」を削り、同条第２号イ中「第２２条」を「第７条」に改め、 

同号ウ中「（エにおいて「国民健康保険保険給付費等交付金」という。

）（退職被保険者等の療養の給付等に要する費用（法附則第２２条の 

規定により読み替えられた法第７０条第１項に規定する療養の給付等 

に要する費用をいう。以下同じ。）に係るものを除く。）」を削り、 

同号エ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」及び「 

並びに国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者等の療養の給 

付等に要する費用に係るものに限る。）」を削る。 
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第１４条の見出しを「（基礎賦課額）」に改め、同条中「うち一般 

被保険者に係る」を「うち」に、「一般被保険者につき」を「被保険 

者につき」に改め、同条後段を削る。 

第１５条の見出しを「（基礎賦課額の所得割額の算定）」に改め、 

同条第１項中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１６条の見出しを「（基礎賦課額の被保険者均等割額）」に改め、

同条中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１７条の見出しを「（基礎賦課額の世帯別平等割額）」に改め、 

同条第１号中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１８条から第２０条までを次のように改める。 

第１８条から第２０条まで 削除 

第２１条中「又は第１８条」及び「（一般被保険者と退職被保険者 

等が同一の世帯に属する場合には、第１４条の基礎賦課額と第１８条 

の基礎賦課額との合算額をいう。第４０条及び第４１条第１項におい 

て同じ。）」を削る。 

第２３条の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課総額）」に改め、 

同条中「うち一般被保険者に係る」を「うち」に改め、同条第１号中 

「であって、県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るもの」を削 

り、同条第２号ア中「第２２条」を「第７条」に改め、同号イ中「法 

附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削る。 

第２４条の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額）」に改め、同 

条中「うち一般被保険者に係る」を「うち」に、「一般被保険者につ 

き」を「被保険者につき」に改め、同条後段を削る。 

第２５条の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算 

定）」に改め、同条中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第２６条の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等 

割額）」に改める。 

 第２７条の見出しを「（後期高齢者支援金等賦課額の世帯別平等割 

額）」に改める。 

第２８条から第３０条までを次のように改める。 
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第２８条から第３０条まで 削除 

第３１条中「又は第２８条」及び「（一般被保険者と退職被保険者 

等が同一の世帯に属する場合には、第２４条の後期高齢者支援金等賦 

課額と第２８条の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第４ 

０条及び第４１条において同じ。）」を削り、「２２０，０００円」 

を「２４０，０００円」に改める。 

第３２条第２号ア中「第２２条」を「第７条」に改め、同号イ中「 

法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削る。 

第４０条第１項中「、第１８条の額」及び「、第２８条の額」を削 

り、「第４１条第１項各号に定める額若しくは同条第２項若しくは第 

３項の規定により読み替えて準用する同条第１項各号」を「次条第１ 

項各号（同条第２項又は第３項の規定により読み替えて準用する場合 

を含む。次項において同じ。）に定める額、第４３条の２第１項（同 

条第２項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項において 

同じ。）に定める第１６条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率 

にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額若しくは第４３条の２第３項第 

１号（同条第４項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項 

において同じ。）」に改め、同条第２項中「、第１８条の額」及び「、 

第２８条の額」を削り、「第４１条第１項各号に定める額若しくは同 

条第２項若しくは第３項の規定により読み替えて準用する同条第１項 

各号」を「次条第１項各号に定める額、第４３条の２第１項に定める 

第１６条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ１０分 

の５を乗じて得た額若しくは第４３条の２第３項第１号」に改める。 

 第４１条第１項中「又は第１８条」を削り、同項第２号中「２９０ 

，０００円」を「２９５，０００円」に改め、同項第３号中「５３５ 

，０００円」を「５４５，０００円」に改め、同条第２項中「又は第 

１８条」及び「又は第２８条」を削り、同条第３項中「又は第１８条 

」を削る。 

 第４３条の２第１項中「又は第２０条」を削り、同条第２項中「又 

は第２０条」及び「又は第３０条」を削り、同条第３項第１号中「又 
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は第２０条」を削り、同条第４項中「又は第２０条」及び「又は第３ 

０条」を削る。 

 第４３条の３第１項中「又は第１８条」を削り、同条第２項中「又 

は第１８条」及び「又は第２８条」を削り、同条第３項及び第４項中 

「又は第１８条」を削り、同条第５項中「又は第１８条」及び「又は 

第２８条」を削り、同条第６項中「又は第１８条」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の富山市国民健康保険条例の規定は、令和６年度以後の年 

度分の保険料について適用し、令和５年度以前の年度分の保険料に 

ついては、なお従前の例による。 
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議案第 ４ ６ 号 

富山市保育所条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市保育所条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤 井  裕 久 

 

× × ×富山市保育所条例の一部を改正する条例 

×富山市保育所条例（平成１７年富山市条例第１４１号）の一部を次 

のように改正する。 

第１条中「保護者の委託を受けて、保育に欠けるその」を「児童福 

祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第３項の規定に基づき、 

保育を必要とする」に改め、「、児童福祉法（昭和２２年法律第１６ 

４号）第３５条第３項の規定に基づく児童福祉施設及び同法第２４条 

第７項の規定により地域の実情に応じるための施設として」を削る。 

第２条第１項中「前条に規定する児童福祉施設としての」を削り、 

同条第２項を削る。 

第４条第２項各号列記以外の部分中「保育所」を「子ども」に改め、

同項各号を次のように改める。 

(1) 子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号 ) 第 

４条第１項に規定する満３歳以上教育・保育給付認定子どもに該 

当する子ども 無料 

(2) 子ども・子育て支援法施行令第４条第２項に規定する満３歳未 

満保育認定子どもに該当する子ども 富山市特定教育・保育施設 

及び特定地域型保育事業の利用者負担額を定める条例（平成２７ 

年富山市条例第３６号）別表に定める額 

第５条第１項中「別表第１に掲げる」を削り、同条第２項中「別表 

第４」を「別表第２」に改める。 

第６条第１項中「別表第１に掲げる」を削り、同条第２項中「別表 

第５」を「別表第３」に改める。 
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別表第１富山市立黒瀬谷保育所の項を削る。 

別表第２及び別表第３を削り、別表第４を別表第２とし、別表第５ 

を別表第３とする。 

附  則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに改正前の富山市保育所条例別表 

第２に掲げる保育所において受けた保育に係る保育料については、 

なお従前の例による。 
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議案第 ４ ７ 号 

富山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

する基準を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤 井  裕 久 

 

富山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

する基準を定める条例の一部を改正する条例 

富山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例（平成２６年富山市条例第４９号）の一部を次のよ 

うに改正する。 

 第２４条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示し」を「 

掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆 

によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動 

的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。

）により公衆の閲覧に供し」に改める。 

附  則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ４ ８ 号 

   富山市ひとり親家庭等医療費助成条例及び富山市営住宅条例の 

一部を改正する条例制定の件 

富山市ひとり親家庭等医療費助成条例及び富山市営住宅条例の一部 

を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

   富山市ひとり親家庭等医療費助成条例及び富山市営住宅条例の 

一部を改正する条例 

 （富山市ひとり親家庭等医療費助成条例の一部改正） 

第１条 富山市ひとり親家庭等医療費助成条例（平成１７年富山市条 

例第１５０号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項第６号中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条 

の２」を加える。 

（富山市営住宅条例の一部改正） 

第２条 富山市営住宅条例（平成１７年富山市条例第２４４号）の一 

部を次のように改正する。 

 第５条第２項第８号イ中「第１０条第１項（」を「第１０条第１ 

項又は第１０条の２（これらの規定を」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ４ ９ 号 

   富山市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基 

準等を定める条例の一部を改正する条例制定の件 

 富山市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等 

を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基 

準等を定める条例の一部を改正する条例 

富山市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等 

を定める条例（令和元年富山市条例第３号）の一部を次のように改正 

する。 

「第３章 医療型児童発達支援 

     第１節 基本方針（第６８条） 

目次中  第２節 人員に関する基準（第６９条・第７０条） を 

     第３節 設備に関する基準（第７１条） 

     第４節 運営に関する基準（第７２条－第７８条）」 

「第３章 削除」に改める。 

第２条第１項第１号中「第６条の２の２第９項」を「第６条の２の 

２第８項」に改め、同項第２号及び第１０号中「指定障害児通所支援 

事業者等」を「指定障害児通所支援事業者」に改め、同項第１３号中 

「、第６８条に規定する指定医療型児童発達支援の事業」を削る。 

第３条ただし書を削る。 

第４条（見出しを含む。）中「指定障害児通所支援事業者等」を「 

指定障害児通所支援事業者」に改める。 

第５条中「指導及び訓練」を「支援をし、又はこれに併せて治療（ 

上肢、下肢又は体幹の機能の障害のある児童に対して行われるものに 

限る。以下同じ。）」に改める。 
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第７条第３項を次のように改める。 

３ 前２項に掲げる従業者のほか、指定児童発達支援事業所において 

治療を行う場合には、医療法（昭和２３年法律第２０５号）に規定 

する診療所として必要とされる数の従業者を置かなければならない。 

第７条第４項を削り、同条第５項中「第１項から前項まで（第１項 

第１号を除く。）」を「第１項（第１号を除く。）及び第２項」に改 

め、同項を同条第４項とし、同項の次に次の１項を加える。 

５  第３項に規定する従業者は、専ら当該指定児童発達支援事業所の 

職務に従事する者でなければならない。ただし、障害児の支援に支 

障がない場合は、障害児の保護に直接従事する従業者を除き、併せ 

て設置する他の社会福祉施設の職務に従事させることができる。 

第７条第６項中「前項」を「前２項」に改め、同条第７項中「前２ 

項」を「前３項」に、「第４項」を「第３項」に改める。 

第８条ただし書中「同一敷地内にある他」を「当該指定児童発達支 

援事業所以外」に改める。 

 第１０条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第 

２項中「指導訓練室には、訓練」を「発達支援室には、支援」に改め 

る。 

第１１条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、「。以 

下この項において同じ」を削り、「及び便所」を「、便所、静養室」 

に改め、同項ただし書及び同条第３項を削り、同条第２項中「前項」 

を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の 

１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業所において治療を行う場合には、前項に規 

定する設備（医務室を除く。）に加えて、医療法に規定する診療所 

として必要な設備を設けなければならない。 

第１１条第４項中「前項」を「第２項」に改め、同項ただし書中「 

場合は」の次に「、第２項に規定する設備を除き」を加える。 

第１２条ただし書中「指定児童発達支援事業所」の次に「（児童発 

達支援センターであるものを除く。）」を加える。 
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第２４条第２項中「当該指定児童発達支援に係る指定通所支援費用 

基準額」を「次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額」に 

改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 次号に掲げる場合以外の場合 当該指定児童発達支援に係る指 

定通所支援費用基準額 

(2) 治療を行う場合 前号に掲げる額のほか、当該指定児童発達支 

援のうち肢体不自由児通所医療（食事療養（健康保険法（大正１ 

１年法律第７０号）第６３条第２項第１号に規定する食事療養を 

いう。）を除く。以下同じ。）に係るものにつき健康保険の療養 

に要する費用の額の算定方法の例により算定した費用の額 

第２５条中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支 

援事業者」に改める。 

第２６条第１項中「の支給」を「又は肢体不自由児通所医療費の支 

給」に、「の額」を「及び肢体不自由児通所医療費の額」に改める。 

第２７条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（指定児童発 

達支援の取扱方針）」を付し、同条第１項中「次条第１項」を「第２ 

８条第１項」に改め、同条第５項中「前項の評価及び改善の内容を」 

を「自己評価及び保護者評価並びに前項に規定する改善の内容を、保 

護者に示すとともに、」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項 

中「自ら評価」を「指定児童発達支援事業所の従業者による評価を受 

けた上で、自ら評価（以下この条において「自己評価」という。）」 

に、「保護者による評価」を「通所給付決定保護者（以下この条にお 

いて「保護者」という。）による評価（以下この条において「保護者 

評価」という。）」に改め、同項を同条第６項とし、同条第３項を同 

条第５項とし、同条第２項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を 

加える。 

４ 指定児童発達支援事業者は、障害児の適性、障害の特性その他の 

事情を踏まえた指定児童発達支援（治療に係る部分を除く。以下こ 

の条及び次条において同じ。）の確保並びに次項に規定する指定児 

童発達支援の質の評価及びその改善の適切な実施の観点から、指定 
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児童発達支援の提供に当たっては、心身の健康等に関する領域を含 

む総合的な支援を行わなければならない。 

第２７条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児が自立した日常生活又は社会 

生活を営むことができるよう、障害児及び通所給付決定保護者の意 

思をできる限り尊重するための配慮をしなければならない。 

第２７条の次に次の２条を加える。 

第２７条の２ 指定児童発達支援事業者は、指定児童発達支援事業所 

ごとに指定児童発達支援プログラム（前条第４項に規定する領域と 

の関連性を明確にした指定児童発達支援の実施に関する計画をいう。 

）を策定し、インターネットの利用その他の方法により公表しなけ 

ればならない。 

（障害児の地域社会への参加及び包摂の推進） 

第２７条の３ 指定児童発達支援事業者は、障害児が指定児童発達支 

援を利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けること 

ができるようにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童 

が共に成長できるよう、障害児の地域社会への参加及び包摂（以下 

「インクルージョン」という。）の推進に努めなければならない。 

第２８条第２項中「行い」を「行うとともに、障害児の年齢及び発 

達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の利益が優先して 

考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう」に改め、同条第４項 

中「指定児童発達支援の具体的内容」を「第２７条第４項に規定する 

領域との関連性及びインクルージョンの観点を踏まえた指定児童発達 

支援の具体的内容」に改め、同条第５項中「当たっては」の次に「、 

障害児の意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮される体制 

を確保した上で」を加え、同条第７項中「通所給付決定保護者」の次 

に「及び当該通所給付決定保護者に対して指定障害児相談支援を提供 

する者」を加える。 

第２９条に次の１項を加える。 

２ 児童発達支援管理責任者は、業務を行うに当たっては、障害児が 
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自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害児及 

び通所給付決定保護者の意思をできる限り尊重するよう努めなけれ 

ばならない。 

第３１条の見出し並びに同条第１項及び第３項から第５項までの規 

定中「指導、訓練等」を「支援」に改める。 

第３６条中「特例障害児通所給付費」の次に「又は肢体不自由児通 

所医療費」を加える。 

 第４０条中「指導訓練室」を「発達支援室」に改める。 

第４１条の２第３項中「保護者」を「通所給付決定保護者」に改め 

る。 

第４３条中「指定児童発達支援事業者は」を「指定児童発達支援事 

業者（治療を行うものを除く。）は」に改める。 

第５０条第１項中「第５条第１８項」を「第５条第１９項」に改め 

る。 

第６２条第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同条第２項 

中「指導訓練を行う場所は、訓練」を「発達支援を行う場所には、支 

援」に改める。 

第３章を次のように改める。 

   第３章 削除 

第６８条から第７８条まで 削除 

第７９条中「必要な訓練」を「必要な支援」に、「指導及び訓練」 

を「支援」に改める。 

第８２条第１項中「指導訓練室」を「発達支援室」に改め、同条第 

２項中「指導訓練室は、訓練」を「発達支援室には、支援」に改める。 

第８８条第１項中「指導訓練」を「発達支援」に改め、同条第２項 

中「指導訓練を行う場所は、」を「発達支援を行う場所には、支援に 

」に改める。 

第９２条第２項中「心理指導担当職員」を「心理担当職員」に、「 

の指導、知識技能の付与」を「及び知識技能の習得」に、「訓練その 

他の支援（以下「訓練等」を「支援その他の支援（以下この項におい 
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て単に「支援」に、「及び当該障害児の訓練等を行う者に対して訓練 

等」を「並びに当該障害児の支援を行う者に対して支援」に、「又は 

職業教育」を「若しくは職業教育」に改める。 

第９８条中「第４項及び第５項を除く。）」を「第６項及び第７項 

を除く。）、第２７条の２」に、「、第５０条、第５１条」を「から 

第５１条まで」に、「、第５３条から第５６条まで及び第７７条」を 

「及び第５３条から第５６条まで」に改め、「居宅訪問型児童発達支 

援計画」と」の次に「、同条第４項中「第２７条第４項に規定する領 

域との関連性及びインクルージョンの観点を踏まえた」とあるのは「 

第２７条第４項に規定する領域との関連性を踏まえた」と、第４９条 

第１項中「行わなければ」とあるのは「行うよう努めなければ」と」 

を加える。 

第１０３条中「及び第５項を除く。）」を「を除く。）、第２７条 

の３」に、「、第５０条、第５１条」を「から第５１条まで」に改め、

「、第７７条」及び「及び第２８条」を削り、「保育所等訪問支援計 

画」と」の次に「、同条第６項中「を受けて」とあるのは「及び当該 

事業所の訪問支援員が当該障害児に対して保育所等訪問支援を行うに 

当たって訪問する施設（以下「訪問先施設」という。）による評価（ 

以下「訪問先施設評価」という。）を受けて」と、同項第５号中「障 

害児及びその保護者」とあるのは「障害児及びその保護者並びに当該 

訪問先施設」と、同条第７項中「自己評価及び保護者評価」とあるの 

は「自己評価、保護者評価及び訪問先施設評価」と、「保護者に示す 

」とあるのは「保護者及び訪問先施設に示す」と、第２８条中「児童 

発達支援計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」と、同条第４項 

中「第２７条第４項に規定する領域との関連性及びインクルージョン 

の観点を踏まえた」とあるのは「インクルージョンの観点を踏まえた 

」と、同条第５項中「担当者等」とあるのは「担当者及び当該障害児 

に係る訪問先施設の担当者等」と」を、「従業者の勤務の体制」と」 

の次に「、第４９条第１項中「行わなければ」とあるのは「行うよう 

努めなければ」と」を加える。 
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第１０４条第１項中「第６９条、」及び「、第６９条第１項中「事 

業所（以下「指定医療型児童発達支援事業所」という。）」とあり、 

並びに同条第２項及び第３項中「指定医療型児童発達支援事業所」と 

あるのは「多機能型事業所」と」を削る。 

第１０６条第１項中「、第７２条」を削り、同条第２項中「、第７ 

２条」を削り、「、指定医療型児童発達支援又は」及び「、指定医療 

型児童発達支援の事業又は」を「又は」に改め、同条第３項及び第４ 

項中「、第７２条」を削る。 

第１０７条第１項中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害 

児通所支援事業者」に改め、「、第７８条」を削り、同条第２項及び 

第３項中「指定障害児通所支援事業者等」を「指定障害児通所支援事 

業者」に改める。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第５０条 

第１項の改正規定は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支 

援するための法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４ 

号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の富山市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関 

する基準等を定める条例第２７条の２（同条例第６０条、第６４条、

第８５条、第８６条、第９０条及び第９８条において準用する場合 

を含む。）の規定の適用については、令和７年３月３１日までの間、

同条例第２７条の２中「公表しなければ」とあるのは「公表するよ 

う努めなければ」とする。 

- 196 -



 

議案第 ５ ０ 号 

富山市スポーツ施設条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市スポーツ施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市スポーツ施設条例の一部を改正する条例 

富山市スポーツ施設条例（平成１７年富山市条例第２８６号）の一 

部を次のように改正する。 

第２条の表中１２の項を削り、１３の項を１２の項とし、１４の項

から２１の項までを１項ずつ繰り上げ、２２の項を削り、２３の項を

２１の項とし、２４の項及び２５の項を削り、２６の項を２２の項と

し、２７の項を２３の項とし、２８の項を削り、２９の項を２４の項

とし、３０の項から４９の項までを５項ずつ繰り上げ、５０の項を削

り、５１の項を４５の項とし、５２の項から６２の項までを６項ずつ

繰り上げる。 

  第２条の２中「３２の項まで、３５の項、３６の項、３７の項から 

４０の項まで、４２の項、４３の項、４６の項、４８の項、５１の項、

５２の項及び５９の項」を「２７の項まで、３０の項から３５の項ま 

で、３７の項、３８の項、４１の項、４３の項、４５の項、４６の項 

及び５３の項」に改める。 

 第２条の３第３号及び第７条第７項中「５１の項及び５２の項」を 

「４５の項及び４６の項」に改める。 

 別表第１蜷川庭球場、月岡庭球場、呉羽庭球場及び西番庭球場の項

及びスポ―ツ・カヌーセンターの項を削り、同表備考１中「、蜷川ち

びっこ運動場」を削る。 

 別表第２の８馬場記念公園庭球場、石坂庭球場、蜷川庭球場、五艘 

庭球場、呉羽庭球場、星井町庭球場、布瀬南公園庭球場、西番庭球場、

城東ふれあい公園庭球場及び東富山運動広場庭球場の項中「、蜷川庭 
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球場」、「、呉羽庭球場」及び「、西番庭球場」を削る。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ５ １ 号 

富山市病院事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例 

制定の件 

富山市病院事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例を次 

のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久    

 

富山市病院事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例 

 （富山市病院事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第１条 富山市病院事業の設置等に関する条例（平成１７年富山市条 

例第１６７号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８ 

第８項」に改める。 

 （富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に 

関する条例の一部改正） 

第２条 富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置 

等に関する条例（平成１７年富山市条例第２９３号）の一部を次の 

ように改正する。 

 第７条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８ 

第８項」に改める。 

 （富山市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正） 

第３条 富山市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和３ 

年富山市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第２４３条の２第１項」を「第２４３条の２の７第１ 

項」に、「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第 

３項」に改める。 

 第２条中「第１７３条第１項第１号」を「第１７３条の４第１項 

第１号」に改める。 
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   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ５ ２ 号 

富山市速星墓地公園事業基金条例を廃止する条例制定の件 

富山市速星墓地公園事業基金条例を廃止する条例を次のように定め 

る。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久    

 

富山市速星墓地公園事業基金条例を廃止する条例 

富山市速星墓地公園事業基金条例（平成１７年富山市条例第８６号 

）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ５ ３ 号 

富山市漁港管理条例及び富山市風致地区内における建築等の規 

制に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市漁港管理条例及び富山市風致地区内における建築等の規制に 

関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長   藤 井 裕 久     

 

富山市漁港管理条例及び富山市風致地区内における建築等の規 

制に関する条例の一部を改正する条例 

 次に掲げる条例の規定中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整 

備等に関する法律」に改める。 

(1) 富山市漁港管理条例（平成１７年富山市条例第２２２号）第１ 

条 

(2) 富山市風致地区内における建築等の規制に関する条例（平成２ 

５年富山市条例第４０号）第３条第２２号 

附  則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ５ ４ 号 

富山市農村環境改善センター等条例の一部を改正する条例制定 

の件 

富山市農村環境改善センター等条例の一部を改正する条例を次のよ 

うに定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市農村環境改善センター等条例の一部を改正する条例 

富山市農村環境改善センター等条例（平成１７年富山市条例第２０ 

５号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表富山市水橋東部農村地域交流センターの項を削る。 

第４条の表富山市水橋東部農村地域交流センターの項を削る。 

第４条の２中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号 

とする。 

 別表第１富山市水橋東部農村地域交流センターの項を削る。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

- 203 -



 

議案第 ５ ５ 号 

富山市コミュニティバス条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市コミュニティバス条例の一部を改正する条例を次のように定 

める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市コミュニティバス条例の一部を改正する条例 

富山市コミュニティバス条例（平成２１年富山市条例第６１号）の 

一部を次のように改正する。 

 別表第１中「、小佐波線」を削る。 

別表第２を次のように改める。 

別表第２（第３条関係） 

種 別 単位 金額（円） 

普 通 乗 車 １人につき１回 ２００

回 数 券 １１枚つづり   ２，０００

１ 日 券 １人につき１枚 ４００

定期券 一 般 １路線につき１月 ６，０００

１路線につき３月  １８，０００

１路線につき６月 ３６，０００

通 学 用 （ 高

校 生 ） 

１路線につき１月 ３，０００

１路線につき３月 ９，０００

１路線につき６月 １８，０００

 備考 

  １ 未就学児、小学生及び中学生は、無料とする。 

  ２ 普通乗車の項又は回数券の項に定める使用料を納付して使用 

する場合は、１回の使用につき１回に限り、降車した停留所か 

ら他の路線への乗継ぎをすることができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、附則第３ 

項の規定は、公布の日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に交付した回 

数券については、施行日以後においても使用することができる。 

 （準備行為） 

３ 改正後の富山市コミュニティバス条例別表第２に規定する使用料 

の徴収その他使用料を徴収するために必要な準備行為は、施行日前 

においても行うことができる。 
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議案第 ５ ６ 号 

富山市呉羽丘陵フットパス連絡橋整備基金条例を廃止する条例 

制定の件 

富山市呉羽丘陵フットパス連絡橋整備基金条例を廃止する条例を次 

のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

富山市呉羽丘陵フットパス連絡橋整備基金条例を廃止する条例 

富山市呉羽丘陵フットパス連絡橋整備基金条例（令和元年富山市条 

例第９号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ５ ７ 号 

富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等 

に関する条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に関 

する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久    

 

富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等 

に関する条例の一部を改正する条例 

富山市水道事業、工業用水道事業及び公共下水道事業の設置等に関 

する条例（平成１７年富山市条例第２９３号）の一部を次のように改 

正する。 

第２条第４項第２号中「１１ , ０５７．６ヘクタール」を「１１ ,  

０７３．７ヘクタール」に改め、同項第３号中「３７７，４２０人」 

を「３７６，３６０人」に改め、同項第４号中「２５９，６７０立方 

メートル」を「２５９，１２０立方メートル」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ５ ８ 号 

富山市水道事業給水条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久    

 

富山市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

富山市水道事業給水条例（平成１７年富山市条例第２９６号）の一 

部を次のように改正する。 

第３条第２号中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第 ５ ９ 号 

富山市水道事業給水条例等の一部を改正する条例制定の件 

富山市水道事業給水条例等の一部を改正する条例を次のように定め 

る。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久    

 

富山市水道事業給水条例等の一部を改正する条例 

 （富山市水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 富山市水道事業給水条例（平成１７年富山市条例第２９６号 

）の一部を次のように改正する。 

第３２条第２項を削る。 

（富山市下水道条例の一部改正） 

第２条 富山市下水道条例（平成１７年富山市条例第２９８号）の一 

部を次のように改正する。 

第２５条第２項を削る。 

 （富山市地域し尿処理施設に関する条例の一部改正） 

第３条 富山市地域し尿処理施設に関する条例（平成１７年富山市条 

例第１８２号）の一部を次のように改正する。 

 第１０条第２項を削る。 

（富山市農業集落汚水処理施設条例の一部改正） 

第４条 富山市農業集落汚水処理施設条例（平成１７年富山市条例第 

２０１号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第２項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

（料金等に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の富山市水道事業給水条例の規定はこ 
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 の条例の施行の日（以下この項において「施行日」という。）以後 

の使用水量に係る水道料金について、第２条の規定による改正後の 

富山市下水道条例の規定、第３条の規定による改正後の富山市地域 

し尿処理施設に関する条例の規定及び第４条の規定による改正後の 

富山市農業集落汚水処理施設条例の規定は施行日以後に排除した汚 

水量に係る使用料について適用し、施行日前の使用水量に係る水道 

料金及び施行日前に排除した汚水量に係る使用料については、なお 

従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、令和６年８月３１日までの間に支払い 

 を受ける権利が確定する水道料金及び使用料については、なお従前 

の例による。 

- 210 -



 

議案第 ６ ０ 号 

   富山市笹倉駐車場条例を廃止する条例制定の件 

富山市笹倉駐車場条例を廃止する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

   富山市笹倉駐車場条例を廃止する条例 

 富山市笹倉駐車場条例（平成１７年富山市条例第２９４号）は、廃 

止する。 

   附 則 

 この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 
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議案第 ６ １ 号 

富山市手数料条例の一部を改正する条例制定の件 

富山市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久   

 

富山市手数料条例の一部を改正する条例 

 富山市手数料条例（平成１７年富山市条例第１０６号）の一部を次 

のように改正する。 

 附則第４項を削る。 

別表１標準事務に係る手数料の表４の部２の項第５号ア中「１，１

８０，０００円」を「１，４５０，０００円」に改め、同号イ中「１

，４１０，０００円」を「１，７２０，０００円」に改め、同号ウ中

「１，５９０，０００円」を「１，９２０，０００円」に改め、同号

エ中「１，９５０，０００円」を「２，３６０，０００円」に改め、

同号オ中「２，２７０，０００円」を「２，７４０，０００円」に改

め、同号カ中「４，５５０，０００円」を「５，６４０，０００円」

に改め、同号キ中「５，８２０，０００円」を「７，２４０，０００

円」に改め、同号ク中「７，０７０，０００円」を「８，７９０，０

００円」に改める。 

別表２標準事務以外の事務に係る手数料の表８５の部中４９の項を 

５４の項とし、４８の項を５１の項とし、同項の次に次のように加え 

る。 

５２ 建築基準法施行令第１３

７条の１２第６項の規定に基

づく建築基準法第４３条第１

項の規定の適用を受けない建

築物についての認定 

２７，０００円

 

 

 

５３ 建築基準法施行令第１３

７条の１２第７項の規定に基

づく建築基準法第４４条第１ 

２７，０００円
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項の規定の適用を受けない建

築物についての認定 

 

別表２標準事務以外の事務に係る手数料の表８５の部中４７の項を 

５０の項とし、４２の項から４６の項までを３項ずつ繰り下げ、同部 

４１の項中「建築の」を「新築又は一敷地内許可建築物の増築等の」 

に、「一敷地内許可建築物以外の建築物の数が１」を「建築物（一敷 

地内許可建築物以外の建築物の新築又は一敷地内許可建築物の増築等 

に係るものに限る。以下この区分において同じ。）の数が１」に、「、 

一敷地内許可建築物以外の建築物」を「、建築物」に改め、同項を同 

部４４の項とし、同部４０の項中「各部分の高さ」を「新築又は一敷 

地内認定建築物の増築等に係る建築物の各部分の高さ」に、「一敷地 

内認定建築物以外の建築物の数が１」を「建築物（一敷地内認定建築 

物以外の建築物の新築又は一敷地内認定建築物の増築等に係るものに 

限る。以下この区分において同じ。）の数が１」に、「、一敷地内認 

定建築物以外の建築物」を「、建築物」に改め、同項を同部４３の項 

とし、同部３９の項中「建築の」を「新築又は一敷地内認定建築物の 

増築等の」に、「を除く」を「以外の建築物の新築又は一敷地内認定 

建築物の増築等に係るものに限る」に改め、同項を同部４２の項とし、 

同部３８の項中「が建築される」を「の建築等をする」に、「既存建 

築物を前提とした建築物（既存建築物を除く」を「建築物（建築等を 

するものに限る」に改め、同項を同部４１の項とし、同部３７の項中 

「に建築される」を「において建築等をする」に、「建築される建築 

物の数が１」を「建築物（建築等をするものに限る。以下この区分に 

おいて同じ。）の数が１」に、「、建築される建築物」を「、建築物 

」に改め、同項を同部４０の項とし、同部３６の項中「が建築される 

」を「の建築等をする」に、「既存建築物を前提とした建築物の数（ 

既存建築物を除く。以下この区分において同じ。）」を「建築物（建 

築等をするものに限る。以下この区分において同じ。）の数」に改め、 

同項を同部３９の項とし、同部３５の項中「建築される建築物の数が 

１」を「建築物（建築等をするものに限る。以下この区分において同 
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じ。）の数が１」に、「、建築される建築物」を「、建築物」に改め、 

同項を同部３８の項とし、同部中３４の項を３７の項とし、１８の項 

から３３の項までを３項ずつ繰り下げ、１７の項を１９の項とし、同 

項の次に次のように加える。 

２０ 建築基準法第５８条第２

項の規定に基づく建築物の高

さの特例の許可 

１６０，０００円

 別表２標準事務以外の事務に係る手数料の表８５の部中１６の項を 

１８の項とし、同部１５の項中「第５５条第３項各号」を「第５５条 

第４項各号」に、「高さの許可」を「高さに関する制限の適用除外に 

係る許可」に改め、同項を同部１７の項とし、同部中１４の項を１５ 

の項とし、同項の次に次のように加える。 

１６ 建築基準法第５５条第３

項の規定に基づく建築物の高

さの特例の許可 

１６０，０００円

 別表２標準事務以外の事務に係る手数料の表８５の部中１３の項を 

１４の項とし、１０の項から１２の項までを１項ずつ繰り下げ、９の 

項の次に次のように加える。 

１０ 建築基準法第５２条第６

項第３号の規定に基づく建築

物の延べ面積の敷地面積に対

する割合の特例の認定 

２７，０００円

 別表２標準事務以外の事務に係る手数料の表８５の８の部及び８５ 

の９の部中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改め、同表８ 

５の１０の部中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施 

行規則」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行 

規則」に改め、同表８５の１１の部から８５の１５の部までの規定中 

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエ 

ネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

  附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、別表２標準 

事務以外の事務に係る手数料の表８５の部１５の項の改正規定は、公 

- 214 -



 

布の日から施行する。 
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議案第 ６ ２ 号 

富山市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例制定 

の件 

富山市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のよ 

うに定める。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久    

 

富山市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

富山市消防団員等公務災害補償条例（平成１７年富山市条例第２９ 

１号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項第２号中「８，９００円」を「９，１００円」に改め 

る。 

 別表中「１２，４４０」を「１２，５００」に、「１３，３２０」 

を「１３，３５０」に、「１０，６７０」を「１０，８００」に、「 

１１，５５０」を「１１，６５０」に、「８，９００」を「９，１０ 

０」に、「９，７９０」を「９，９５０」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の富山市消防団員等公務災害補償条例第５条第２項及び別 

表の規定は、この条例の施行の日（以下この項において「施行日」 

という。）以後に支給すべき事由の生じた損害補償並びに施行日前 

に支給すべき事由の生じた施行日以後の期間に係る傷病補償年金、 

障害補償年金及び遺族補償年金（以下この項において「傷病補償年 

金等」という。）について適用し、施行日前に支給すべき事由の生 

じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び施行日前に支給すべ 

き事由の生じた施行日前の期間に係る傷病補償年金等については、 
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なお従前の例による。 
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議案第 ６ ３ 号 

財産の無償譲渡の件 

次のとおり建物を無償譲渡するため、地方自治法（昭和２２年法律 

第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、市議会の議決を求め 

る。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久     

 

               記 

 

１ 無償で譲渡する建物 

 ア）旧富山市相撲場 

   (1) 場   所 富山市磯部町一丁目１番１０号 

   (2) 構   造 鉄骨造平屋建 

   (3) 床 面 積 ８１．００㎡ 

 

２ 譲 渡 の 目 的 相撲用施設 

 

３ 譲 渡 の 相 手 方 富山市磯部町一丁目１番地 

富山縣護國神社 

代表役員 栂野 守雄 
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議案第 ６ ４ 号 

財産の無償譲渡の件 

次のとおり建物を無償譲渡するため、地方自治法（昭和２２年法律 

第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、市議会の議決を求め 

る。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久     

 

               記 

 

１ 無償で譲渡する建物 

 ア）富山市水橋東部農村地域交流センター 

   (1) 場   所 富山市水橋堅田１７６番地１ 

   (2) 構   造 木造平屋建 

   (3) 床 面 積 ９５．８５㎡ 

 

２ 譲 渡 の 目 的 水橋堅田町内会集会用施設 

 

３ 譲 渡 の 相 手 方 富山市水橋堅田２５８番地 

水橋堅田町内会 

会長 高橋 浩 
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議案第 ６ ５ 号 

財産の無償貸付の件 

次のとおり土地を無償貸付するため、地方自治法（昭和２２年法律 

第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、市議会の議決を求め 

る。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

               記 

 

１ 無償で貸付する土地 

   (1) 場   所 富山市呉羽町字宮ノ下１８８４番２０外２筆 

   (2) 面   積 ５，２０３．１３㎡ 

 

２ 貸 付 の 目 的 桐朋学園大学院大学校地 

 

３ 貸 付 の 相 手 方 東京都調布市若葉町一丁目４１番地１ 

           学校法人桐朋学園 

           理事長 河原 勇人 

 

４ 無 償 貸 付 の 期 間 令和６年４月１日から３０年間 
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議案第 ６ ６ 号 

財産の無償貸付の件 

次のとおり施設を無償貸付するため、地方自治法（昭和２２年法律 

第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、市議会の議決を求め 

る。 

令和６年２月２８日提出 

 

               富山市長  藤 井 裕 久 

 

               記 

 

１ 無償で貸付する施設 

ア）婦中鵜坂駅施設の一部 

   (1) 場   所 富山市婦中町西本郷字西本郷１１６２番地３ 

   (2) 施   設 ホーム、上屋、階段及びスロープ 

 

２ 貸 付 の 目 的 西日本旅客鉄道株式会社鉄道事業用施設 

 

３ 貸 付 の 相 手 方 石川県金沢市広岡三丁目３番７７号ＪＲ金沢 

駅西第一ＮＫビル 

西日本旅客鉄道株式会社金沢支社 

支社長 漆原 健 

 

４ 無 償 貸 付 の 期 間 令和６年４月１日から３年間 
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議案第 ６ ７ 号 

市道路線の認定及び廃止の件 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項及び第１０条第 

３項の規定により、市道路線を次のとおり認定及び廃止する。 

  令和６年２月２８日提出 

 

              富山市長  藤 井 裕 久 
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 市道認定調書 

図面対照

番  号 
路   線   名 

    起          点     

    終          点     

  6-705  野 口 高 木 ２ 号 線 
富 山 市 野 口 字 江 向 割 １１９番１地先

富 山 市 高 木 西 １ ５ ２ 番 地 先

  8-154  安 養 坊 １ ８ 号 線 
富 山 市 安 養 坊 字 道 心 ２４４番５地先

富 山 市 安 養 坊 字 道 心 ２４４番１０地先

  9-176  寺 町 １ ９ 号 線 
富 山 市 寺 町 字 中 田 ９８９番７地先

富 山 市 寺 町 字 中 田 ９８９番７地先

  9-177  寺 町 ２ ０ 号 線 
富 山 市 寺 町 字 中 田 ９８９番８地先

富 山 市 寺 町 字 中 田 ９８９番１２地先

  9-178  寺 町 ２ １ 号 線 
富 山 市 寺 町 字 川 原 田 ６８２番１地先

富 山 市 寺 町 字 川 原 田 ５８０番８地先

  9-179  寺 町 ２ ２ 号 線 
富 山 市 寺 町 字 川 原 田 ６９８番１地先

富 山 市 寺 町 字 川 原 田 ５８０番１２地先

  9-180  寺 町 ２ ３ 号 線 
富 山 市 寺 町 字 川 原 田 ７１２番５地先

富 山 市 寺 町 字 川 原 田 ５４４番３地先

  15-80  町 袋 ３ 号 線 
富 山 市 町 袋 ８ ６ １ 番 地 先

富 山 市 町 袋 ８ ５ ３ 番 地 先

 16-181  水 落 米 田 ２ 号 線 
富 山 市 水 落 字 前 田 割 ９ ４ 番 ４ 地 先

富 山 市 米 田 字 眞 免 田 ６ ５ 番 ５ 地 先

  17-55  上 赤 江 ８ 号 線 
富 山 市 上 赤 江 字 東 条 割 ７２０番５地先

富 山 市 上赤江町一丁目字東条割 ７８１番１地先

 18-147  牛 島 ５ 号 線 
富 山 市 牛島本町二丁目字大百刈 １２３９番６地先

富 山 市 牛島本町二丁目字荒田 ９１１番４地先

 18-150  牛 島 ７ 号 線 
富 山 市 牛島本町一丁目字大百刈 １３１１番１１地先

富 山 市 牛島本町一丁目字早稲田割 １６５８番８地先

18-2002  牛 島 町 線 
富 山 市 牛 島 本 町 一 丁 目 １００番１地先

富 山 市 牛 島 新 町 ８ 番 ９ 地 先
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図面対照

番  号 
路   線   名 

    起           点     

    終           点     

 19-562  新 園 町 １ ５ 号 線 
富 山 市 新 庄 町 字 庚 申 １４９番１２地先

富 山 市 新 庄 町 字 庚 申 １４９番５地先

 19-563  上 飯 野 ３ ５ 号 線 
富山市 上 飯 野 字 前 田 ２ ２ 番 ８ 地 先

富山市 上 飯 野 字 前 田 ２ ３ 番 ６ 地 先

 19-564  上 飯 野 ３ ６ 号 線 
富山市 上 飯 野 字 前 田 ２ ３ 番 ５ 地 先

富山市 上 飯 野 字 前 田 ２ ２ 番 １ 地 先

 20-433  藤 木 ８ ２ 号 線 
富山市 藤 木 ２１３１番９地先

富山市 藤 木 ２１３１番１７地先

 20-434  藤 木 ８ ３ 号 線 
富山市 藤 木 ２０３２番１地先

富山市 藤 木 ２０３２番１地先

 22-670  秋 吉 ２ ２ 号 線 
富山市 秋 吉 １５７番１９地先

富山市 秋 吉 １５７番１８地先

 22-671  中 川 原 ３ ６ 号 線 
富山市 中 川 原 字 川 原 田 割 ３２０番５地先

富山市 中 川 原 字 川 原 田 割 ３１０番７地先

 22-672  中 川 原 ３ ７ 号 線 
富山市 中 川 原 字 川 原 田 割 ２８４番１地先

富山市 中 川 原 字 川 原 田 割 ２９２番１２地先

 23-129  国 立 高 専 ２ 号 線 
富山市 本 郷 町 字 東 水 上 割 ２１番１１地先

富山市 本 郷 町 字 水 上 割 １ ３ 番 １ 地 先

 23-479  堀 川 ２ ８ 号 線 
富山市 堀 川 町 ４ ６ ７ 番 地 先

富山市 堀 川 町 ３５０番９地先

 23-485  本郷町４区１５号線 
富山市 本 郷 町 字 水 上 割 ９ ９ 番 ７ 地 先

富山市 本 郷 町 字 水 上 割 ８ ３ 番 ５ 地 先

 23-486  堀 川 ３ １ 号 線 
富山市 堀 川 町 ３５６番１地先

富山市 堀 川 町 ３５６番２地先

 23-487  堀 川 ３ ２ 号 線 
富山市 堀 川 町 ３５０番２１地先

富山市 堀 川 町 ３５０番２２地先
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図面対照

番  号 
路   線   名 

    起           点    

    終           点    

 23-488  本 郷 新 ２ ６ 号 線 
富山市 本 郷 新 ２４番２１地先

富山市 本 郷 新 ２４番１４地先

 23-489  本郷町３区１０号線 
富山市 本 郷 町 字 万 年 割 ５ ６ 番 ３ 地 先

富山市 本 郷 町 字 万 年 割 ５３番１５地先

 23-490  本郷町３区１１号線 
富山市 本 郷 町 字 万 年 割 ５ ３ 番 １ 地 先

富山市 本 郷 町 字 万 年 割 ５９番１９地先

 23-491  本郷町３区１２号線 
富山市 本 郷 町 字 万 年 割 ５ ９ 番 ８ 地 先

富山市 本 郷 町 字 万 年 割 ５ ９ 番 ８ 地 先

 23-492  公設地方卸売市場線 
富山市 掛 尾 町 ４２４番２地先

富山市 掛 尾 町 ４２４番２地先

 29-260  水 橋 桜 木 鏡 田 線 
富山市 水 橋 桜 木 ９ ３ 番 １ 地 先

富山市 水 橋 鏡 田 ２１８番１地先

 29-316  水 橋 池 田 舘 線 
富山市 水橋池田舘字下川原 ７６４番１０２地先

富山市 水橋池田舘字下川原 ７６４番５９地先

52-1463  下大久保２１号線 
富山市 下 大 久 保 字 九 番 割 ２６２４番１地先

富山市 下 大 久 保 字 九 番 割 ２６１７番２２地先

52-1464  下大久保２２号線 
富山市 下 大 久 保 字 九 番 割 ２６１７番１７地先

富山市 下 大 久 保 字 九 番 割 ２６１７番２２地先

52-1465  上大久保街区１２号線 
富山市 上 大 久 保 字 辨 山 割 １２４７番１２地先

富山市 上 大 久 保 字 辨 山 割 １２４６番５地先

52-1466  上大久保街区１３号線 
富山市 上 大 久 保 字 辨 山 割 １１６９番８地先

富山市 上 大 久 保 字 辨 山 割 １２４５番６地先

 81-533  笹 倉 １ ７ 号 線 
富山市 婦 中 町 笹 倉 ４５９番１９地先

富山市 婦 中 町 笹 倉 ４５９番１５地先
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市道廃止調書 

 

図面対照

番  号 
路   線   名 

    起          点     

    終          点     

  15-80  町 袋 ３ 号 線 
富山市 町 袋 ８ ６ １ 番 地 先

富山市 町 袋 ９ ２ ３ 番 地 先

 16-181  水 落 田 畑 線 
富山市 水 落 字 前 田 割 ９ ４ 番 ４ 地 先

富山市 田 畑 字 上 竹 ８３３番１地先

  17-55  上 赤 江 ８ 号 線 
富山市 上 赤 江 字 東 条 割 ７２０番５地先

富山市 上赤江町一丁目字東条割 ８４２番５地先

 18-147  牛 島 ５ 号 線 
富山市 牛島本町二丁目字大百刈 １２４６番１地先

富山市 牛島本町二丁目字荒田 ９１１番３地先

 18-150  牛 島 ７ 号 線 
富山市 牛島本町一丁目字大百刈 １３１１番１地先

富山市 牛 島 町 ８ 番 １ 地 先

18-2002  牛 島 町 線 
富山市 牛島本町一丁目字大百刈 １０３６番３地先

富山市 牛 島 新 町 １ ０ 番 地 先

 23-129  国立高専２号線 
富山市 本 郷 町 字 水 上 割 ９ ８ 番 ５ 地 先

富山市 本 郷 町 字 水 上 割 ２２８番１地先

 23-479  堀 川 ２ ８ 号 線 
富山市 堀 川 町 ４ ６ ７ 番 地 先

富山市 堀 川 町 ４ ６ ７ 番 地 先

 29-260  水橋桜木鏡田線 
富山市 水 橋 桜 木 ４ ２ 番 地 先

富山市 水 橋 鏡 田 ２ １ ７ 番 地 先

 29-316  水橋畠等池田舘線 
富山市 水 橋 池 田 舘 １ ９ ５ 番 地 先

富山市 水橋池田舘字下川原 ７６４番１９１地先

 29-620  水橋狐塚４号線 
富山市 水 橋 狐 塚 １９５番２地先

富山市 水 橋 狐 塚 ２３０番３地先

- 226 -




